
千葉市こどもプラン（第2期） 令和2年度進捗状況の概要

掲載
施策数

評価対象
施策数

A B C D -

1 教育・保育の提供

2 地域子ども・子育て支援事業の提供

3 認定こども園の普及促進

4
幼児教育・保育と小学校教育との円滑な接続
（幼保小連携）

5
子育てのための施設等利用給付の円滑な実施
の確保

6 教育・保育等の「質」の確保・向上

7
特別な支援が必要な子どもへの教育・保育等
の提供

8
出産・子育て期におけるワーク・ライフ・バ
ランスの推進

1
妊娠・出産・子育て期における母子保健対策
の充実

3 妊娠・出産・子育てに関する情報提供

1
子どもの自立性・社会性・自治意識を育むこ
どもの参画の推進 8 8 0 5 2 1 0

2 こどもの参画の周知・啓発
(6) (0) (4) (2) (0) (0)

1 健全育成活動の推進
10 10 0 9 1 0 0

2 非行を防止するための環境づくり
(2) (0) (2) (0) (0) (0)

1 子ども・若者を犯罪等から守る地域づくり
9 9 1 7 1 0 0

2
子ども・若者が犯罪等から自分の身を守るこ
とができる力の向上

(1) (1) (0) (0) (0) (0)

1
学校施設等を活用した安全・安心な居場所の
確保 12 11 0 7 4 0 0

2 地域と連携した子どもの居場所づくり
(5) (0) (2) (3) (0) (0)

1 相談支援体制の整備

2 子育て支援、生活の場の整備

4
養育費の確保及び面会交流に関する取決めの
促進

5 経済的支援策

1
暴力によらない子育てや児童虐待防止への協
力を広く周知・啓発

2
発生予防から適切な保護、必要な援助に至る
までの施策の充実・組織の体制強化

4 児童相談所の人員体制強化・専門性の向上

5 一時保護体制の充実

1 家庭的養護の推進
7 7 0 7 0 0 0

2 専門的なケアの充実、児童の自立支援
(2) (0) (2) (0) (0) (0)

1 障害の早期発見・早期療育の体制整備

2 障害のある子どもへの教育・保育等の提供

3 障害児支援の充実

4 障害児のスポーツ活動への参加促進

1 支援体制・支援内容の充実
14 7 0 6 1 0 0

2 地域で支える環境づくり及び立ち直り支援
(4) (0) (4) (0) (0) (0)

193 180 4 160 13 3 0
(41) (2) (34) (5) (0) (0)

11
社会生活を円滑に営む
上で困難を有する子ど
も・若者に関する支援

9 社会的養護体制の充実

2 医療にかかる経済的負担の軽減

3 支援の質の向上及び関係機関の連携強化

6
子ども・若者の居場所
づくり

4
子ども・若者の健全育
成

2
妊娠・出産・子育てま
での切れ目のない支援

10
障害のある子どもへの
支援の充実

7
ひとり親家庭の自立支
援の推進

3

(1) (0)

1 19 0

79 1 73 4

14 14 1 13 0

20 20

0

(0) (0) (0) (0) (0)
0

(0)

実施状況

※カッコ内は全体に対する新規・拡充・見直し事業の内数

※評価基準
　Ａ：計画以上の成果があった（前倒し実施等） Ｂ：概ね計画どおり実施した　
　Ｃ：計画どおり実施できなかった（遅れ等）　 Ｄ：未実施（休止・中止等）
　Ü：評価対象なし

※評価対象施策数・・・再掲施策(事業)については含めていない。

合　　計

3 3 0 3 0 0

(0) (5) (0) (0) (0)
0 08

児童虐待防止対策の充
実 (5)

3 就業支援策
(1)

0 0
(0) (0)(2)

5
子ども・若者の安全の
確保

こどもの社会参画の推
進

1 0
(0) (0)

11 0
(0) (2) (0)

12 12
(2)

1 0
(12) (0) (12) (0) (0) (0)

841 子ども・子育て支援

基本施策 主な取組内容

別紙5

別紙6

(別紙3)

資料１（別紙2）
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事業名 局 部 課
計画策定当初に定めた

取組内容・目標値
評価 実施内容 参考値

1 1 子ども・子育て支援 教育・保育人材の資質の向上
教育・保育人材の資質向上等のた
めの拠点づくり

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 未実施 実施内容検討 B
市内三短大を念頭に保育士支援セン
ター等拠点づくりを検討 -

2 1 子ども・子育て支援 教育・保育人材の確保
「潜在保育士」等の市内の認定こ
ども園、保育園等への再就職支援

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 研修等実施 実施内容再検討 B

保育士・看護師復帰支援研修　講義
2回
就職ガイダンス　2回
※新型コロナウィルス感染症の影響
により前期中止。

参加人数
1回目（12/5）18名
2回目（2/20）12名

3 1 子ども・子育て支援
保育環境の改善等による質の
向上

認定こども園、保育園等における
外国人児童・アレルギー児等への
対応のための保育補助者の設置

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 未実施 実施内容検討 B
公立保育所3か所に外国人対応職員
を配置。

中国語：2名
スペイン語：1名

4 1 子ども・子育て支援
保育環境の改善等による質の
向上

認定こども園、保育園の老朽化対
策

こども未来局 こども未来部 幼保支援課 一部実施 実施内容検討 B 実施内容を検討した。 対象施設の検討

5 1 子ども・子育て支援
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上 子どもルーム指導員給与の改善 こども未来局 こども未来部 健全育成課 未実施 実施 B

令和2年度より
指導員給与の増額
補助指導員給与に経験加算給を導入

指導員給与
182,500円⇒
191,000円（月額）
補助指導員経験加算
給
3年以上＋1％
6年以上＋2％
12年以上＋3％

6 1 子ども・子育て支援
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上 民間事業者への委託拡大の検討 こども未来局 こども未来部 健全育成課 14か所 24か所 B

民間事業者への委託拡大を実施し
た。

14か所→24か所

7 1 子ども・子育て支援
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上 民間事業者への運営費等の補助 こども未来局 こども未来部 健全育成課 9か所 13か所 B

民間事業者が運営する放課後児童ク
ラブに補助金を交付した。

9か所→13か所

8 1 子ども・子育て支援
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

送迎補助などの多様な補助メ
ニューの検討

こども未来局 こども未来部 健全育成課 未実施 実施内容検討 B
検討を行ったが実施に至らなかっ
た。

予算確保できなかっ
た

9 1 子ども・子育て支援
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上 入退所管理システムの導入 こども未来局 こども未来部 健全育成課 未実施 実施 B

令和2年度中に全ての公設子ども
ルーム（166か所）にて実施した。

24か所→166か所

10 1 子ども・子育て支援
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

学校敷地外の子どもルームへの
AEDの設置

こども未来局 こども未来部 健全育成課 未実施 実施 B
学校敷地外において開設しているす
べての子どもルーム(36か所)にAED
を設置した。

令和2年度から設置

11 1 子ども・子育て支援
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

子どもルーム利用児童への学習機
会の提供

こども未来局 こども未来部 健全育成課 未実施 実施 B
1日の子どもルームでの生活スケ
ジュールの中に、宿題や読書等の時
間を設けた。

-

令和2年度

【評価】
Ａ：計画以上の成果があった（前倒し実施等）　
Ｂ：概ね計画どおり実施した　
Ｃ：計画どおり実施できなかった（遅れ等）
Ｄ：未実施（休止・中止等）
 -：評価対象なし

該当事業

Ｎｏ．

基
本
施
策
N
o

基本施策名 基本施策の取組内容②
現状

（令和元年度現在）

所管課

千葉市こどもプラン(第2期) 新規・拡充・見直し事業の進捗状況

資料１（別紙３）
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事業名 局 部 課
計画策定当初に定めた

取組内容・目標値
評価 実施内容 参考値

令和2年度

【評価】
Ａ：計画以上の成果があった（前倒し実施等）　
Ｂ：概ね計画どおり実施した　
Ｃ：計画どおり実施できなかった（遅れ等）
Ｄ：未実施（休止・中止等）
 -：評価対象なし

該当事業

Ｎｏ．

基
本
施
策
N
o

基本施策名 基本施策の取組内容②
現状

（令和元年度現在）

所管課

千葉市こどもプラン(第2期) 新規・拡充・見直し事業の進捗状況

資料１（別紙３）

12 1 子ども・子育て支援
認定こども園、幼稚園、保育
園等における障害のある子ど
もの受入れ

認定こども園、保育園等における
医療的ケアが必要な障害のある子
どもへの対応

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 実施 促進内容検討 B

お子さんの状況に応じて、受け入れ可能か
保育の必要性も含めて検討を行う。医療的
ケアの内容により、必要に応じて主治医や
嘱託医から意見を伺い、条件が整った場合
は受け入れを行った。

事業実施
○医療的ケア児受入
人数
　　　公立・・・5名
　　　民間・・・5名

13 2
妊娠・出産・育児まで
の切れ目のない支援

安心して妊娠・出産できる体
制の強化 産後ケア事業 保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 実施

ニーズ調査
実施内容検討

B

育児等に不安があり、サポートが必要な母
子を対象に、訪問や医療機関・助産所への
宿泊等を通じて助産師による心身のケアや
育児のサポートを行った。また、日帰り型
のニーズ調査を実施した。

・産後ケア利用実績
　施設型：255人（延
1,235日）
　訪問型：935人（延
2,780日）
・産後ケアニーズ調査
　回答数1,392件（R2
年10月～R3年1月）

14 2
妊娠・出産・育児まで
の切れ目のない支援

安心して妊娠・出産できる体
制の強化 エンゼルヘルパー派遣事業 こども未来局 こども未来部 幼保支援課 実施

拡充
（利用対象者・利用回

数・利用期間）
B

対象者：母親のみ
　　　　→父親、祖父母等も対象
利用回数：上限20回→30回
利用期間：出産後6か月未満まで
　　　　　→出産後1年未満まで

利用回数：1,743回
　　　　→2,487回

15 3
こどもの社会参画の推
進

「こどもの参画」を担う子ど
もの育成の場の実施 こどものまちCBT こども未来局 こども未来部 こども企画課 3区で開催 4区で開催 C

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、中央区・若葉区の2区におい
てオンラインにて開催した。

【開催日】
中央区　10/25
若葉区　10/10～11
【開催区】2区

16 3
こどもの社会参画の推
進

モデル事業の実施等による子
どもの意見の吸い上げ、施策
への反映

こども・若者市役所 こども未来局 こども未来部 こども企画課 実施
産学官連携の取組体制

の構築
B

こども・若者選挙により、こども・
若者の意見を市政に反映させ、こど
も・若者が主体的に活動する仕組み
として採択された「こども・若者市
役所」においてちば産学官連携プ
ラットフォームの取組みを活用し、
市内の高校生・大学生や「こども・
若者宣言」を指針にしてまちづくり
を推進する活動を行った。

【ワークショップ開
催回数等】
15回 248人参加

17 3
こどもの社会参画の推
進

学校・地域団体等への周知・
啓発 こども・若者サミット こども未来局 こども未来部 こども企画課 実施 参加団体の拡充検討 C

新型コロナウイルス感染症対策のた
め参加団体の拡充については検討を
行わず、代替イベントとして「市長
とこども・若者の対話会」を実施
し、ホームページにて動画配信を
行った。

【開催日】12/18
【参加者】18人

18 3
こどもの社会参画の推
進

学校・地域団体等への周知・
啓発 多世代へのこどもの参画の啓発 こども未来局 こども未来部 こども企画課 一部実施 実施内容検討 B

こども・若者市役所等の参画に関す
る事業について学校へのチラシ配布
やホームページ等で周知を実施する
とともに、事業の結果をホームペー
ジにて公開するとともに、より効果
的な啓発方法について検討した。

-

19 3
こどもの社会参画の推
進

庁内推進体制の強化 こどもの参画の意識向上 こども未来局 こども未来部 こども企画課 実施 内容見直し B
庁内連携の推進に向けて、こどもの
参画をテーマとした夜間講座を開催
した

【夜間講座】 11/18
【参加者数】 22名

20 3
こどもの社会参画の推
進

庁内推進体制の強化 こどもの参画事業の推進 こども未来局 こども未来部 こども企画課
こどもの参画実施

46事業
こどもの参画実施

50事業
B

「こどもの参画チェックシート」に
よる調査を実施することで、庁内の
取り組み状況を把握するとともに、
庁内各課が取り組み状況について自
己評価を行うことで、主体的なこど
もの参画推進を図った。

【こどもの参画実
施】
52事業

21 4
子ども・若者の健全育
成

家庭・地域・学校が連
携した子ども・若者の
健全育成の推進

少年自然の家運営事業 こども未来局 こども未来部 健全育成課 プログラム数298
新規・改良プログラム

20
B

令和２年度より指定管理制度に移
行。
野外炊事のペア調理対応等、新型コ
ロナウイルス感染症の影響を踏まえ
た新規プログラムの開発や、既存プ
ログラムの改良を行った。

新規・改良プログラ
ム　34件
利用可能プログラム　
205件
移動教室・農山村留
学、日帰り利用等モ

 デルプラン　14件
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事業名 局 部 課
計画策定当初に定めた

取組内容・目標値
評価 実施内容 参考値

令和2年度

【評価】
Ａ：計画以上の成果があった（前倒し実施等）　
Ｂ：概ね計画どおり実施した　
Ｃ：計画どおり実施できなかった（遅れ等）
Ｄ：未実施（休止・中止等）
 -：評価対象なし

該当事業

Ｎｏ．

基
本
施
策
N
o

基本施策名 基本施策の取組内容②
現状

（令和元年度現在）

所管課

千葉市こどもプラン(第2期) 新規・拡充・見直し事業の進捗状況

資料１（別紙３）

22 4
子ども・若者の健全育
成

補導活動の強化 ネット補導活動 こども未来局 こども未来部
青少年サポートセ

ンター
一部実施 実施内容検討 B

青少年サポートセンター各分室にお
いてネット補導を実施。個人情報の
公開等のチェックを行った。必要に
応じて学校・関係機関と情報共有を
図った。

ツイッター・インス
タグラムへの不適切
な書き込みの発見数
３３件（中学生３２
件、高校生１件）

23 5
子ども・若者の安全の
確保

犯罪等に関する防犯教
室等の開催及び周知

家庭教育資料作成事業 こども未来局 こども未来部 健全育成課 「親ナビ」の発行
内容更新

資料拡充検討
A

青少年問題協議会監修の下、拡充し
た資料を作成し、年度当初に学校を
通じて小学1・5年生、中学1年生の
保護者へ配布。

毎年、当該年度の小
学校1年生、5年生、
中学1年生の児童・生
徒数分を作成。

24 6
子ども・若者の居場所
づくり

子どもルームの拡充 子どもルームの拡充 こども未来局 こども未来部 健全育成課
児童数：10,752人
施設数：171か所

校内施設割合：78.4%

児童数：11,993人
施設数：177か所
校内施設割合：

79.7%

B
児童数：10,318人
施設数：178か所
校内施設割合：78.7%

78.4%→78.7%

25 6
子ども・若者の居場所
づくり

放課後子ども教室と子ども
ルームの連携

放課後子ども教室と子どもルーム
の連携

教育委員会
(こども未来局)

生涯学習部
(こども未来部)

生涯学習振興課
(健全育成課)

94校 94校 C

新型コロナウイルスの感染拡大によ
り活動を見送る学校が多く、目標ど
おり実施できなかった。
今後も全校で実施できるよう支援す
る。

実績
４８校
（活動した56校中）

26 6
子ども・若者の居場所
づくり

放課後子ども教室と子ども
ルームの連携 アフタースクールの実施

教育委員会
(こども未来局)

生涯学習部
(こども未来部)

生涯学習振興課
(健全育成課)

6校 12校 B
計画通り拡充し、アフタースクール
の本格実施を開始した。

実施校数
H29 ：１校
R1　：６校
R2　：１２校

27 6
子ども・若者の居場所
づくり

子どもを見守る大人の育成 信頼できる大人の育成 こども未来局 こども未来部 こども企画課
受講者数

39人
受講者数

50人
C

子どもの居場所サポーター養成講座
及び子どものSOS支援員養成講座
を、新型コロナウイルス感染症対策
のためオンラインにて実施した。

【開催日】2/27、
3/7、3/13、3/14
【講座参加数】
34人

28 6
子ども・若者の居場所
づくり

地域と連携した子どもの居場
所の設置・運営

子どもの居場所のネットワーク化
推進

こども未来局 こども未来部 こども企画課 未実施
参加団体
30団体

C

子どもの居場所事業者等を対象に連
絡会議を開催し情報共有を図るとと
もに、SNSを活用した情報共有につ
いて検討を行った。

【開催日】5/27、
1/27
【参加団体】延べ15
団体

29 7
ひとり親家庭の自立支
援の推進

経済的負担の軽減 母子・父子家庭等医療費助成 こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 償還払い 現物給付化 B

母子及び父子家庭等に対する医療費
助成を実施した。また、現物給付方
式による助成を令和2年11月より開
始した。

助成件数：89,252件
助成額：252,941千
円

30 7
ひとり親家庭の自立支
援の推進

子どもへの貧困の連鎖の防止 学校外教育バウチャー こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 実施 継続実施 A
令和2年10月から児童扶養手当全部
支給世帯も対象に加え、定員数も増
員を図った。

助成人数：163人

31 8
児童虐待防止対策の充
実

発生予防・早期発見に関する
施策の充実

SNSの活用などによる相談窓口の
充実

こども未来局 こども未来部
こども家庭支援課

児童相談所
未実施 方針検討 B

千葉県と共同で行う予定であった
が、千葉県が事業実施予定を取りや
めてしまったため実施せず。
国が令和4年度に類似事業を行う予
定のため、併せて実施する方針で検
討した。

-

32 8
児童虐待防止対策の充
実

発生予防・早期発見に関する
施策の充実 子ども家庭総合支援拠点事業 こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 未実施 方針検討 B

令和４年度の設置に向け、計画どお
り方針検討を実施した。

-

33 8
児童虐待防止対策の充
実

ー 児童福祉司の増員 こども未来局 こども未来部 児童相談所 29人 39人 B
改正児童福祉法等（経過措置含む）
や新プランの配置基準の基づき、児
童福祉司を適正に配置した。

44人

34 8
児童虐待防止対策の充
実

ー 児童心理司の増員 こども未来局 こども未来部 児童相談所 15人 20人 B
改正児童福祉法等（経過措置含む）
や新プランの配置基準の基づき、児
童心理司を適正に配置した。

17人
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事業名 局 部 課
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令和2年度
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Ａ：計画以上の成果があった（前倒し実施等）　
Ｂ：概ね計画どおり実施した　
Ｃ：計画どおり実施できなかった（遅れ等）
Ｄ：未実施（休止・中止等）
 -：評価対象なし
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（令和元年度現在）

所管課

千葉市こどもプラン(第2期) 新規・拡充・見直し事業の進捗状況

資料１（別紙３）

35 8
児童虐待防止対策の充
実

ー 一時保護環境の改善・体制強化 こども未来局 こども未来部 児童相談所 34.4日 34日 B

入所後速やかに、保護中の対応や退
所に向けての援助方針を決定するた
めのカンファレンスを実施した。そ
の後も定期的なカンファレンス、毎
週の定例会議で全保護児の情報共有
をし、速やかな処遇決定を図った。

平均保護日数
37.6日／人

36 9 社会的養護体制の充実 家庭養育の推進 家庭養育の推進 こども未来局 こども未来部
こども家庭支援課

児童相談所

里親登録組数：88組
ファミリーホーム
の増設：6施設

里親登録組数：102
組

ファミリーホーム
の増設：6施設

B

当初の目標に対し概ね達成できた。
広報活動地区を全市展開し、オンラ
インでの制度説明会を随時開催、市
内を巡回する普及啓発に向けたパネ
ル展示を開催した。年々里親制度に
関心を持つ方からの問い合わせが増
え、登録者数も増加傾向にある。

里親登録組数：92組
（90％）
ファミリーホーム
数：6施設

37 9 社会的養護体制の充実 小規模グループケアでの養育 小規模グループケアでの養育 こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課
児童養護施設：100%

乳児院：０％

児童養護施設：
100%

乳児院：０％
B

乳児院の小規模化整備のための助成
を実施した。

乳児院：100％

38 11
社会生活を円滑に営む
上で困難を有する子ど
も・若者に関する支援

子ども・若者支援協議会の開
催及び拡充 子ども・若者支援協議会 こども未来局 こども未来部

健全育成課
青少年サポートセ

ンター

構成機関
32団体

構成機関
32団体

B

新型コロナウイルスの感染拡大によ
り、代表者会議・実務者会議を書面
開催とした。フリースクールを構成
機関として追加した。
個別ケース検討会議等は必要に応じ
て開催し、ケースに合った支援につ
いて協議することができた。

構成機関33団体
個別ケース検討会議1
２回開催
不登校・ひきこもり
に関する連携会議4回
開催（38件のケース
について検討）

39 11
社会生活を円滑に営む
上で困難を有する子ど
も・若者に関する支援

子ども・若者総合相談セン
ターの運営及び拡充

子ども・若者総合相談センター運
営事業（相談員の増員）

こども未来局 こども未来部 健全育成課 相談員数：3人 相談員数：4人 B
相談を受理できる体制が拡充された
ことで、相談件数の増加につながっ
た。

相談員数：４人
R元相談件数1,429件
R２相談件数2,099件

40 11
社会生活を円滑に営む
上で困難を有する子ど
も・若者に関する支援

子ども・若者総合相談セン
ターの運営及び拡充

子ども・若者総合相談センター運
営事業（出張相談、SNSによる相
談）

こども未来局 こども未来部 健全育成課
出張相談：:未実施

SNSによる相談：未実施

出張相談：:実施
SNSによる相談：実

施内容検討
B

新型コロナウイルスの感染対策を講
じながら実施した。
SNS相談については、連携している
教育委員会のSNS相談の拡充を踏ま
え、実施について検討した。

実績
出張相談（周知活動
含）
３回実施。
各回出張先にて数名
の簡易相談を受理

41 11
社会生活を円滑に営む
上で困難を有する子ど
も・若者に関する支援

ニート・ひきこもり・不登校
にある子ども・若者及びその
家族に対する支援

子どもナビゲーター事業 こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 2区に配置 3区に配置 B
中央区、稲毛区に加えて令和2年4月
から若葉区にも1名支援員を配置し
た。

支援児童数87人
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事業名 局 部 課
計画策定当初に定めた

取組内容・目標値
評価 実施内容 参考値

15 3
こどもの社会参画の推
進

「こどもの参画」を担う子ど
もの育成の場の実施 こどものまちCBT こども未来局 こども未来部 こども企画課 3区で開催 4区で開催 C

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、中央区・若葉区の2区におい
てオンラインにて開催した。

【開催日】
中央区　10/25
若葉区　10/10～
11
【開催区】2区

17 3
こどもの社会参画の推
進

学校・地域団体等への周知・
啓発 こども・若者サミット こども未来局 こども未来部 こども企画課 実施 参加団体の拡充検討 C

新型コロナウイルス感染症対策のた
め参加団体の拡充については検討を
行わず、代替イベントとして「市長
とこども・若者の対話会」を実施
し、ホームページにて動画配信を
行った。

【開催日】12/18
【参加者】18人

25 6
子ども・若者の居場所
づくり

放課後子ども教室と子ども
ルームの連携

放課後子ども教室と子どもルーム
の連携

教育委員会
(こども未来局)

生涯学習部
(こども未来部)

生涯学習振興課
(健全育成課)

94校 94校 C

新型コロナウイルスの感染拡大によ
り活動を見送る学校が多く、目標ど
おり実施できなかった。
今後も全校で実施できるよう支援す
る。

実績
４８校
（活動した56校中）

27 6
子ども・若者の居場所
づくり

子どもを見守る大人の育成 信頼できる大人の育成 こども未来局 こども未来部 こども企画課
受講者数

39人
受講者数

50人 C
子どもの居場所サポーター養成講座
及び子どものSOS支援員養成講座
を、新型コロナウイルス感染症対策
のためオンラインにて実施した。

【開催日】2/27、
3/7、3/13、3/14
【講座参加数】
34人

28 6
子ども・若者の居場所
づくり

地域と連携した子どもの居場
所の設置・運営

子どもの居場所のネットワーク化
推進

こども未来局 こども未来部 こども企画課 未実施
参加団体
30団体 C

子どもの居場所事業者等を対象に連
絡会議を開催し情報共有を図るとと
もに、SNSを活用した情報共有につ
いて検討を行った。

【開催日】5/27、
1/27
【参加団体】延べ15
団体

Ｎｏ．

基
本
施
策
N
o

基本施策名 基本施策の取組内容②

千葉市こどもプラン(第2期) 新規・拡充・見直し事業の進捗状況

【評価】
Ａ：計画以上の成果があった（前倒し実施等）　
Ｂ：概ね計画どおり実施した　
Ｃ：計画どおり実施できなかった（遅れ等）
Ｄ：未実施（休止・中止等）
 -：評価対象なし

該当事業 所管課

現状
（令和元年度現在）

令和2年度

資料１

（別紙３・抜粋）
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取組内容に対する評価

評価
実施内容
※未実施の場合は、理由及び今後の対策・
方針を記載すること

参考値

1 1 子ども・子育て支援 1
教育・保育の提供（「量の見
込み」及び「確保方策」）

－ － ① 教育・保育の「量の見込み」及び「確保方策」 こども未来局 こども未来部 幼保支援課 拡充 B 別紙５に記載 1
教育・保育施設によ
る保育の「量」の拡
充

2
地域型保育事業
による保育の
「量」の拡充

2 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ① 放課後児童クラブ（子どもルーム） こども未来局 こども未来部 健全育成課 拡充 B 別紙６に記載 7
放課後児童クラブ
（子どもルーム）

3 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ② 延長保育事業 こども未来局 こども未来部 幼保運営課 拡充 B 別紙６に記載 8 延長保育事業

4 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ③-1 一時預かり事業（幼稚園型）及び幼稚園預かり保育 こども未来局 こども未来部 幼保支援課 拡充 B 別紙６に記載 9 一時預かり事業

5 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ③-2 一時預かり事業（幼稚園型以外） こども未来局 こども未来部 幼保運営課 拡充 B 別紙６に記載 9 一時預かり事業

6 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ④ ファミリー・サポート・センター事業 こども未来局 こども未来部 幼保支援課 拡充 B 別紙６に記載 10
ファミリー・サポー
ト・センター事業

7 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑤ 病児保育事業 こども未来局 こども未来部 幼保支援課 拡充 B 別紙６に記載 11 病児保育事業

8 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑥ 地域子育て支援拠点事業 こども未来局 こども未来部 幼保支援課 B 別紙６に記載 12
地域子育て支援拠点
事業

9 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑦-1 利用者支援事業（子育て支援コンシェルジュ） こども未来局 こども未来部 幼保支援課 拡充 B 別紙６に記載 13
利用者支援事業（子
育て支援コンシェル
ジュ）

10 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑦-2 利用者支援事業（母子健康包括支援センター） 保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 拡充 B 別紙６に記載 14
利用者支援事業（母
子健康包括支援セン
ター）

11 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑧-1
子育て短期支援事業（短期入所生活援助事業・ショー
トステイ）

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 拡充 C 別紙６に記載 15
子育て短期支援事業
（ショートステイ）

12 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑧-2
子育て短期支援事業（夜間養護等事業・トワイライト
ステイ）

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 拡充 C 別紙６に記載 16
子育て短期支援事業
（トワイライトステ
イ）

13 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑨ 妊婦健康診査 保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 B 別紙６に記載 17 妊婦健康診査

14 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑩ 乳児家庭全戸訪問事業 保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 B 別紙６に記載 18
乳児家庭全戸訪問事
業

15 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑪-1 養育支援訪問事業 保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 B 別紙６に記載 19 養育支援訪問事業

16 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑪-2 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B 別紙６に記載 20
子どもを守る地域
ネットワーク機能強
化事業

215
要保護児童対策
及びＤＶ防止地
域協議会

213
子ども家庭支
援総合支援拠
点事業

17 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 こども未来局 こども未来部
幼保運営課
幼保支援課 B 別紙６に記載 21

実費徴収に対する補
足給付を行う事業

18 1 子ども・子育て支援 2
地域子ども・子育て支援事業
の提供（「量の見込み」及び
「確保方策」）

－ － ⑬ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 こども未来局 こども未来部 幼保運営課 別紙６に記載 22
多様な事業者の参入
促進・能力活用事業

19 1 子ども・子育て支援 3 認定こども園の普及促進 1
私立幼稚園及び民間保育園に
対する移行支援

①

私立幼稚園及び民間保育園に対して認定こども園の意
義について周知すること、認定こども園への移行を希
望する事業者からの相談に丁寧に対応すること、認定
こども園に移行する際に必要となる費用を助成するこ
と等により認定こども園への円滑な移行を支援しま
す。

こども未来局 こども未来部 幼保支援課 B
個別の移行相談に応じるとともに、移行園が実施する
保護者説明会に同席し、認定こども園の趣旨、利用手
続、保育料等について周知を行った。

24
私立幼稚園及び民間
保育園に対する認定
こども園移行支援

25
認定こども園移
行のための施設
整備・改修補助

20 1 子ども・子育て支援 3 認定こども園の普及促進 2
公立認定こども園における施
設運営に係る調査・研究

①

市内の認定こども園と連携し、教育・保育の実践例・
多様な保護者ニーズの把握など、具体的な施設運営に
係る調査・研究を行い、認定こども園、幼稚園、保育
園とのノウハウの共有を図ります。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 D

公立認定こども園２園で特別研修として職員同士の交
換研修を予定していたが新型コロナウイルス感染拡大
防止の観点から実施を見送る。実施方法など検討す
る。

- 26
認定こども園におけ
る施設運営に係る調
査・研究

21 1 子ども・子育て支援 3 認定こども園の普及促進 3 保護者に対する普及啓発 ①

公立・民間の認定こども園における実践例を踏まえつ
つ、保護者等に対する周知・広報を行い、認定こども
園の意義や子どもにとってのメリットの浸透を図りま
す。

こども未来局 こども未来部 幼保支援課 B ４月の一斉入所に向けた案内に認定こども園の概要を
記載した資料を合わせて配布した。

- 27
認定こども園に関す
る保護者に対する普
及啓発

22 1 子ども・子育て支援 4
幼児教育・保育と小学校教育
との円滑な接続（幼保小連
携）

1 幼保小間の交流の促進 ①

「千葉市幼・保・小関連教育推進協議会」における推
進指定校を中心としたモデル事業の実施により、認定
こども園、幼稚園、保育園と小学校における子ども同
士の交流や、職員同士の交流を促進します。

教育委員会 学校教育部 教育指導課 B

"・千葉市幼・保・小連携教育推進協議会を年2回実施
（コロナ禍のため紙面開催）した。
・推進校（小学校）を各区2校ずつ指定し、近隣幼稚
園・保育所等と交流活動を実施した。"

推進指定校　　１２校
幼稚園・保育所等　２６施設

28
千葉市幼・保・小連
携教育推進協議会の
実施

23 1 子ども・子育て支援 4
幼児教育・保育と小学校教育
との円滑な接続（幼保小連
携）

2 幼保小連携・接続の推進 ①

「アプローチカリキュラム」の普及を進めるととも
に、認定こども園、幼稚園、保育園と小学校の連携・
交流活動の定着化・活性化を図るほか、家庭と保護者
に対する啓発・支援を行います。

こども未来局 こども未来部 幼保支援課 B

令和元年度モデル実践の座談会を実施するととも
に、各園・校が実施する幼保小連携に好事例を募
集した
家庭向け啓発リーフレット配布した

座談会：１回
事例募集：35事例
リーフレット：全年長児

29
幼保小連携・接続の
推進

24 1 子ども・子育て支援 5
子育てのための施設等利用給
付の円滑な実施の確保

－ －

幼児教育・保育の無償化において、保護者の利便性を
向上するため、可能な限り施設を通じて保護者への周
知や申請書等の取りまとめを行うほか、幼稚園や認可
外保育施設等については、年4回の給付（幼稚園の入
園料、保育料については、代理受領、その他は償還払
い）を実施します。また、無償化の実施状況を踏ま
え、施設や保護者の事務負担軽減や利便性向上のた
め、給付方法について検討します。

こども未来局 こども未来部
幼保運営課
幼保支援課 B

【幼保運営課】
年4回四半期ごとの償還払いの実施
【幼保支援課】
幼稚園に対し、年4回の代理受領を実施。
預かり保育等を利用した保護者に対し、年4回償還払
いを実施

各種決算額　（単位千円）
 新制度未移行幼稚園2,545,739 

 預かり保育　新制度未移行幼稚園74,291 
 預かり保育　新制度移行幼稚園1,056 

 預かり保育　認定こども園14,929 
 認可外保育施設78,699 
 一時預かり事業1,687 

 病児・病後児保育事業19 
子育て援助活動支援事業

 (ファミリー・サポート・センター事業）541 
 計2,716,961 

30
子育てのための施設
等利用給付の円滑な
実施の確保
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25 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

1 教育・保育人材の資質の向上 ①
公立保育所（認定こども園を含む）における職種別研
修や非常勤職員に対する計画的な研修を実施し、必要
な知識や技能の習得を促進します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B
公立保育所（認定こども園を含む）における職種別研
修や非常勤職員に対する計画的な研修を実施し、必要
な知識や技能の習得を促進した。

短期派遣研修、部門別研修
３１回
１４１５人参加

31
公立保育所職員研修
事業

26 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

1 教育・保育人材の資質の向上 ②
教育・保育関係団体が会員を対象として開催する研修
の実施を支援し、必要な知識や技能の習得を促進しま
す。

こども未来局 こども未来部
幼保支援課
幼保運営課 B 公益社団法人千葉市幼稚園協会が実施する研修に係る

費用について、補助をした
千葉市民間保育園協議会補助：919,413円 32

千葉市保育協議会保
育所保育士等研修委
託事業

33
千葉市民間保育
園協議会研修補
助事業

34
千葉市幼稚園
協会研修等補
助事業

27 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

1 教育・保育人材の資質の向上 ③
施設の種別を超えた合同研修を実施し、教育・保育の
質の向上を図るとともに、職員間の交流や知識・ノウ
ハウの共有を促進します。

こども未来局 こども未来部
幼保支援課
幼保運営課 C

新型コロナウイルス感染症対策として、対面での
研修はできなかった

35
保育園・幼稚園等合
同研修事業

28 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

1 教育・保育人材の資質の向上 ④
教育・保育人材の自己評価を通じて、資質の向上を図
ります。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B
R2.3月に改訂された「保育所における自己評価ガイ
ドライン」の全保育施設への周知を行った。
公立は全施設実施
民間園については巡回の際に確認・助言を実施

- 36
教育・保育人材の自
己評価の実施

29 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

1 教育・保育人材の資質の向上 ⑤
教育・保育関係団体非加盟園、地域型保育事業、認可
外保育施設等の職員に対する研修の機会を創出し、受
講を促進します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B 市内三短期大学に委託し、子育て支援員研修を修了し
た方を対象に現任研修を行った。

動画配信：175名の参加 37
教育・保育関係団体
非加盟園等に対する
研修機会の創出

30 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

1 教育・保育人材の資質の向上 ⑥
教育・保育人材の資質向上、離職防止、人材確保等の
ための拠点づくりについて検討・実施します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 新規 別紙3に記載 38
教育・保育人材の資
質向上等のための拠
点づくり

31 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

1 教育・保育人材の資質の向上 ⑦
上記のほか、相互連携協定を提携した市内の短期大学 
と連携し、教育・保育人材の資質向上策を検討しま
す。

こども未来局 こども未来部
(幼保支援課)
幼保運営課 B ・連携事業として実施している子育て支援員研修・保

育士等キャリアアップ研修・現任研修等の周知・実施
Ü 39

市内短期大学との連
携による教育・保育
人材の質向上策の検
討

32 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ①
幼保連携型認定こども園に配置する「保育教諭 」を確
保するため、保育士資格と幼稚園教諭免許状の併有を
促進します。

こども未来局 こども未来部
幼保支援課
幼保運営課 B 幼稚園免許所有者で、保育士資格を新たに取得するた

めの受講料を補助
1名保育士資格を取得 40

保育教諭確保のため
の保育士資格取得補
助事業

41

保育教諭確保の
ための幼稚園教
諭免許状取得補
助事業

33 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ②
認可外保育施設の認可化にあたり、職員の保育士資格
取得を促進します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B 認可外保育施設の認可化にあたり、職員の保育士資格
取得を促進した。

適宜制度の周知を実施 42
認可外保育施設保育
士資格取得支援事業

34 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ③
いわゆる「潜在保育士 」等の市内の認定こども園、保
育園等への再就職支援策を検討・促進します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 拡充 別紙3に記載 43

「潜在保育士」等の
市内の認定こども
園、保育園等への再
就職支援

35 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ④
県内外の幼稚園教諭・保育士養成施設の在校生・卒業
生に対するＰＲ活動を強化し、市内の認定こども園、
幼稚園、保育園等への就職を促進します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B 保育士養成施設において出張説明会を実施
県内養成校：3か所
養成校以外が主催する説明会への参加：4回
延べ参加人数340人

44
幼稚園教諭・保育士
養成施設に対する採
用PR

36 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ⑤

市内の認定こども園、保育園等に就労（内定含む）の
保育士資格保有者、市内の子どもルームに就労（内定
含む）する指導員について、認定こども園、保育園等
利用選考における優先度を高め、保育現場への就労を
促進します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B

父母いずれかが保育士等（※）の資格を有しており、
かつ管内保育施設(認可保育所、認定こども園、地域
型保育事業、千葉市保育ルーム認定施設、企業主導型
事業所内保育事業)で月６４時間以上就労する場合」
は、選考上優先扱いとした。

※保育士、幼稚園教諭、保育教諭が対象となる。ただ
し、幼稚園教諭及び保育教諭については、千葉市の管
内の認定こども園で勤務（予定）する者に限る。

令和２年４月一斉入所　110人 45

市内認定こども園、
保育園等に勤務する
保育士資格保有者の
保育園等の優先利用

37 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ⑥
「子育て支援員」制度の活用により、子育て経験豊か
な世代等を活用して、認定こども園、保育園等に従事
する人材の確保を図ります。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B

・市内三短期大学及びＮＰＯ法人家庭的保育全国
連絡協議会に委託し子育て支援員研修(地域保育
コースの地域型保育及び一時預かり事業)を実施。
・子育て支援員研修（基本研修及び専門研修）を
修了した者に対し、子育て支援員として修了証書
を交付した。

・開催回数
基本研修３回、専門研修２回
・参加人数計
１５7人

46 子育て支援員による
人材確保

38 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ⑦

認定こども園・保育園等に勤務する職員の出産や疾病
等による離職を抑制するとともに、当該職員が休暇を
取得している間の施設の負担を軽減するため、代替職
員の雇用を支援します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B
認定こども園・保育園等に勤務する職員の出産や疾病
等による離職を抑制するとともに、当該職員が休暇を
取得している間の施設の負担を軽減するため、代替職
員の雇用を支援した。

決算額：820千円 47
産休代替職員補助事
業

39 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ⑧
保育士等宿舎借り上げ支援事業、保育士等給与改善事
業の実施による待遇改善により、保育士等の確保、離
職防止を図ります。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B
保育士等宿舎借り上げ支援事業、保育士等給与改善事
業の実施による待遇改善により、保育士等の確保、離
職防止を図った。

宿舎借り上げ支援事業　決算額：216,202千円
給与改善事業　決算額：1,060,341千円

48
保育士等宿舎借り上
げ支援事業

49
保育士等給与改
善事業

40 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ⑨
千葉市社会福祉協議会を通じ、指定保育士養育施設に
就学するための資金の貸付や幼稚園教諭・保育士の就
職準備金の貸付などの人材確保促進策を実施します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B
千葉市社会福祉協議会を通じ、指定保育士養育施設に
就学するための資金の貸付や幼稚園教諭・保育士の就
職準備金の貸付などの人材確保促進策を実施した。

平成28年度より継続して実施 50 就学資金貸付 51
保育補助者雇上
げ費貸付

52
保育料一部貸
付

53
就職準備金貸
付

41 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ⑩
千葉労働局・ハローワークとの「千葉市雇用対策協
定」を推進し、教育・保育人材の確保を図ります。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B 千葉労働局・ハローワークとの「千葉市雇用対策協
定」を推進し、教育・保育人材の確保を図った。

平成28年度より継続して実施 54
協定に基づく相互協
力

42 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ⑪
教育・保育人材の資質向上、離職防止、人材確保等の
ための拠点づくりについて検討します。

こども未来局 こども未来部
幼保支援課
幼保運営課

再掲
38

（再掲）

教育・保育人材の資
質向上等のための拠
点づくり

43 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

2 教育・保育人材の確保 ⑫
上記のほか、相互連携協定を提携したした市内の短期
大学と連携し、教育・保育人材の確保策を検討しま
す。

こども未来局 こども未来部
幼保支援課
幼保運営課 B

市内三短期大学との連携事業として実施している特別
講座の周知実施
・サバティカル研修の実施
・キャリアアップ研修の実施

【サバティカル研修】
・2分野実施　参加者18人※新型コロナウイルス感染
拡大をうけ規模縮小　（参考）R1：7分野実施　参加
者51人
【保育士等キャリアアップ研修】
・実施分野…7分野
・修了者数…591人

55
市内短期大学との連
携による教育・保育
人材の確保策の検討

44 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

3
市による認可・指導監督等を
通じた教育・保育の質の確
保・向上

①
認定こども園、保育園において、１・２歳児に係る職
員配置基準を国基準の６：１から５：１に上乗せする
ことにより、児童の処遇の向上を図ります。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B
認定こども園、保育園において、１・２歳児に係る職
員配置基準を国基準の６：１から５：１に上乗せする
ことにより、児童の処遇の向上を図った。

全園で実施 56
１・２歳児に係る職
員配置の上乗せ

45 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

3
市による認可・指導監督等を
通じた教育・保育の質の確
保・向上

②
認定こども園、保育園等の認可等にあたり、外部の専
門家・有識者 による審査を行い、適切な施設運営の確
保を図ります。

こども未来局 こども未来部
こども企画課
幼保支援課 B

認定こども園、保育園等の認可等にあたり、外部の専
門家・有識者 で構成された千葉市社会福祉審議会児
童福祉専門分科会設置認可部会において審査を行っ
た。

設置認可部会　６回開催　審査件数19件　うち認可
適格19件（競争により3件は落選）

57
認可に当たっての外
部の専門家・有識者
による審査

こども未来局 こども未来部
幼保支援課
幼保運営課

児童福祉法及び認可外保育施設指導監督基準に基づき
指導監査を実施するとともに、保育の質の確保と更な
る向上のため、市嘱託職員を配置し、定期的な巡回指
導を行う。

巡回指導 民間保育園・認定こども園     183件
　　　　認可外　　　　　　　　　　　260件
　　　　地域型保育事業　　　　　　　537件

58
施設に対する定期監
査

59
施設に対する巡
回指導

保健福祉局 - 保健福祉総務課
教育・保育施設及び地域型保育事業所等の定期監査を
実施した。

【実施状況】
民間保育園　８０施設（計画数８8施設）
幼保連携型認定こども園　３施設（計画数６施設）
小規模保育事業所　３７施設（計画数46施設）
事業所内保育事業所　８施設（計画数８施設）
認可外保育施設　　　２２施設（計画数３３施設）

58 施設に対する定期監
査

47 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

4
運営に関する評価を通じた教
育・保育の質の確保・向上

①
認定こども園、保育園等における運営に関する評価の
実施を促進し、適切な運営の確保を図ります。

こども未来局 こども未来部
幼保支援課
幼保運営課 B

施設認可の際、整備補助を活用する事業者の選定にあ
たり、第三者評価を加点項目とし、導入の促進を図っ
た。

- 60
運営に関する自己評
価の実施

61

運営に関する関
係者評価・第三
者評価の実施促
進

48 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

5
保育環境の改善等による質の
向上

①
民間認定こども園、保育園に国配置基準を超えた職員
配置が可能となるよう助成を行います。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B 民間認定こども園、保育園に国配置基準を超えた職員
配置が可能となるよう助成を行った。

決算額：1,349,329千円 62
保育士等配置基準改
善事業

46 3
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6子ども・子育て支援1 B
認定こども園、保育園等に対する定期的な監査や市嘱
託職員等による巡回指導を実施し、適切な運営の確保
を図ります。

③
市による認可・指導監督等を
通じた教育・保育の質の確
保・向上



取組内容に対する評価

評価
実施内容
※未実施の場合は、理由及び今後の対策・
方針を記載すること

参考値

①
事業一覧

番号

該当事業

⑦
事業一覧

番号

⑦
事業名

⑥
事業一覧

番号

⑥
事業名

①
事業名

②
事業一覧

番号

②
事業名

③
事業一覧

番号

③
事業名

④
事業一覧

番号

④
事業名

⑤
事業一覧

番号

⑤
事業名

基本施策の取組内容②
N
o

基
本
施
策
N
o

基本施策名

基

本

施

策

の

取

組

内

容

N

o

基本施策の取組内容①
局 部 課

基本施策の取組内容③

所管課 実施内容
令和2年度

資料１（別紙４）

49 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

5
保育環境の改善等による質の
向上

②
認定こども園、保育園等におけるICT化を進めるな
ど、保育士等が保育にいっそう注力できる環境を整え
ます。

こども未来局 こども未来部
幼保運営課
幼保支援課 B

【公立】
保育業務支援システムの本格運用
【民間】
認定こども園、保育園等におけるICT化等に必要な経
費の支援を行った。

【公立】公立保育所等57施設に393台のタブレット
端末を配置
【民間】決算額：9,409千円

63
認定こども園、保育
園等におけるICT化推
進事業

64
公立保育所への
保育業務支援シ
ステムの導入

65 事故防止推進
事業

50 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

5
保育環境の改善等による質の
向上

③
認定こども園、保育園等における外国人児童（保護
者）やアレルギー児などに対応するための保育補助者
（通訳等）の配置について検討・実施します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 新規 別紙3に記載 66

認定こども園、保育
園等における外国人
児童・アレルギー児
等への対応のための
保育補助者の配置

51 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

5
保育環境の改善等による質の
向上

④
良好な保育環境・労働環境を確保するため、老朽化し
た認定こども園、保育園の改築等について検討・実施
します。

こども未来局 こども未来部 幼保支援課 新規 別紙3に記載 67
認定こども園、保育
園の老朽化対策

52 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

①
指導員及び補助指導員に対する計画的な研修を実施
し、必要な知識や技能の習得を促進します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 B Youtubeによるオンライン研修を実施した。 令和3年2月に実施。研修名「発達障害の理解と対
応」

68
子どもルーム指導
員・補助指導員研修

53 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

②
保育士資格や小中学校等教諭免許状の保有者等に対す
る積極的な採用ＰＲを行い、指導員の確保を図りま
す。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 B 退職（予定）教員及び退職（予定）保育士の説明会時
に募集案内を配布した。

それぞれ1回ずつ、合計2回 69

保育士資格・小中学
校等教諭免許状保有
者に対する採用ＰＲ
による子どもルーム
指導員の確保

54 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

③
子育て経験豊かな主婦等に対する積極的な採用ＰＲを
行い、補助指導員の確保を図ります。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 B 運営受託事業者が求人募集サイト等での募集を適宜実
施した。

年間を通して随時募集 70

主婦等に対する採用
ＰＲによる子ども
ルーム補助児童員の
確保

55 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

④
子どもルームに対する定期的な巡回指導を行うととも
に、民間クラブに対して必要に応じて立ち入りを行う
など、適切な運営の確保を図ります。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 A
市職員が施設を訪問し、施設状況を確認するととも
に、現地の指導員等から聞き取り調査を行うモニタリ
ング調査を実施。

当初予定：公設ルーム10か所
結果：公設ルーム10か所、民設ルーム9か所の計19
か所

71
子どもルームに対す
る定期巡回指導等

56 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

⑤
保育士、子どもルーム指導員等を父母にもつ児童に対
し、入所審査の際に加点することで優遇し、保育士、
指導員等の不足への対策を図ります。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 B
父母が市内の保育所・ルーム等で保育士やルーム指導
員として就労している場合、加点対象として優遇して
いる。

ルーム指導員としての加点　11名
保育士としての加点　310名

72

保育士、子どもルー
ム指導員等を父母に
持つ児童の子ども
ルームへの入所優遇

57 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

⑥

子どもルーム指導員の処遇改善を行うことにより、指
導員の離職防止を図るとともに、新規指導員の採用を
促すことで、慢性的に不足している指導員を確保しま
す。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 新規 別紙3に記載 73
子どもルーム指導員
給与の改善

58 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

⑦
⑥の方策にあわせて、さらなる指導員の確保を図るた
め、民間事業者への委託の拡大を実施します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 拡充 別紙3に記載 74
民間事業者への委託
拡大の検討

59 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

⑧
民間事業者による放課後児童クラブ（学童保育）の運
営に対して補助金を交付し、各事業者による特色ある
保育により多様な利用者ニーズへ対応していきます。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 拡充 別紙3に記載 75
民間事業者への運営
費等の補助

60 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

⑨
民間事業者が、より広範囲の地区や多様なニーズの受
け皿になることができるよう送迎補助などの多様な補
助メニューを検討・実施します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 新規 別紙3に記載 76
送迎補助などの多様
な補助メニューの検
討

61 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

⑩
入退所管理しシステムの導入、学校敷地外の子ども
ルームへのAEDの設置により、利用児童の安全・安心
を確保します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 新規 別紙3に記載 77
入退所管理システム
の導入

78
学校敷地外の子
どもルームへの
AEDの設置

62 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

⑪
全学年を対象とした子どもルームの整備による高学年
ルームの解消や施設改善のための改修などにより、保
育環境の改善を図ります。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 B 高学年ルームの解消１か所。 １か所（都小学校） 79
子どもルームの環境
改善

63 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

6
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

⑫
子どもルームを利用する児童に対して、学習できる環
境を整えるなどして、学習機会を提供します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 新規 別紙3に記載 80
子どもルーム利用児
童への学習機会の提
供

64 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

６
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

⑬

共働き家庭等の児童を含めたすべての児童が放課後子
ども教室の活動プログラムに参加できるよう、子ども
ルームの児童が参加する共通プログラムの実施にあ
たっては、放課後こども教室と子どもルームで連携を
図ります。

教育委員会
こども未来局

生涯学習部
こども未来部

生涯学習振興課
健全育成課

拡充 第6章に再掲
再掲

（164）

放課後こども児湯室
と子どもルームの連
携

65 1 子ども・子育て支援 6
教育・保育等の「質」の確
保・向上

６
放課後児童クラブにおける
「質」の確保・向上

⑭

放課後こども教室と子どもルームの運営を一体的に行
い、放課後に希望するすべての児童を対象に「安全・
安心に過ごせる居場所」と「学びのきっかけ」を提供
する放課後こども教室、子どもルーム一体型モデル事
業をアフタースクール事業として本格実施します。

教育委員会
こども未来局

生涯学習部
こども未来部

生涯学習振興課
健全育成課

拡充 第6章に再掲
再掲

（165）
アフタースクールの
実施

66 1 子ども・子育て支援 7
特別な支援が必要な子どもへ
の教育・保育等の提供

1
認定こども園、幼稚園、保育
園等における障害のある子ど
もの受入れ

①

必要な職員配置等に対する支援を行い、原則としてす
べての認定こども園、保育園等において、障害のある
子どもの受入れが可能な体制を整えるとともに、私立
幼稚園における障害のある子どもの受入れを促進しま
す。

こども未来局 こども未来部
幼保運営課
幼保支援課 B

【幼保運営課】
原則として、すべての認定こども園、保育所及び地域
型保育事業所において、特別の配慮を必要とする子ど
もの受入れが可能な体制を整えた。

【幼保支援課】
幼稚園に通う特別な支援を要する児童の教育に対する
費用について、一部補助を実施した。

公立保育所・認定こども園：
57カ所　304人
民間保育園・認定こども園・地域型：
101カ所　225人

補助対象人数：132人

83 障害児保育の実施 84 障害児保育・特
別支援教育補助

85
市立幼稚園特
別支援教育事
業補助

67 1 子ども・子育て支援 7
特別な支援が必要な子どもへ
の教育・保育等の提供

1
認定こども園、幼稚園、保育
園等における障害のある子ど
もの受入れ

②

千葉市保育園・認定こども園における医療的ケア実施
ガイドラインを活用するほか、居宅訪問型保育の実施
を検討するなど、認定こども園、保育園等における医
療的ケアが必要な障害のある子どもの受入れを促進し
ます。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 拡充 別紙3に記載 86

認定こども園、保育
園等における医療的
ケアが必要な障害の
ある子どもへの対応

68 1 子ども・子育て支援 7
特別な支援が必要な子どもへ
の教育・保育等の提供

2
放課後児童クラブにおける障
害のある子どもの受入れ

①
原則として、すべての放課後児童クラブにおいて、障
害のある子どもの受入れが可能な体制を整えます。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 B 障害児の受入を実施し、必要に応じて補助指導員等の
加配を行った。

障害児受入人数  294人(R2.4.1時点) 87
放課後児童クラブに
おける障害のある子
どもの受入れ

69 1 子ども・子育て支援 7
特別な支援が必要な子どもへ
の教育・保育等の提供

3
障害児保育・特別支援教育に
関する知識や技能の向上

①

すべての認定こども園、幼稚園、保育園等が参加可能
な研修を実施するとともに、関係団体における研修の
実施を支援し、障害児保育・特別支援教育に関する専
門知識の習得や技能の向上を図ります。

こども未来局 こども未来部
幼保支援課
幼保運営課 C 新型コロナウイルス感染症対策として対面での研修が

できなかった
88

障害児保育・特別支
援教育に関する研修

70 1 子ども・子育て支援 7
特別な支援が必要な子どもへ
の教育・保育等の提供

4
障害児保育・特別支援教育実
施施設等に対する支援

①

障害児保育・特別支援教育を実施する認定こども園、
幼稚園、保育園等を市嘱託職員が巡回し、障害のある
子どもの経過観察、職員への助言・指導等を行いま
す。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B 障害児児童が在籍するすべての保育所で実施した。
公立保育所　133回　
民間保育所　218回

89
障害児保育等に係る
巡回相談

71 1 子ども・子育て支援 7
特別な支援が必要な子どもへ
の教育・保育等の提供

4
障害児保育・特別支援教育実
施施設等に対する支援

②

専門知識を有する相談員が認定こども園、幼稚園・保
育園等巡回し、施設職員や保護者等に対し、発達障害
の疑いのある児童の早期発見・早期対応のための助言
等を行います。

保健福祉局 高齢障害部 障害者自立支援課 再掲
再掲

（234）
発達障害等に関する
巡回相談員整備事業

72 1 子ども・子育て支援 7
特別な支援が必要な子どもへ
の教育・保育等の提供

５
外国につながる子どもへの支
援

①
認定こども園、保育園等における外国寺院児童（保護
者）やアレルギー児などに対応するための保育補助者
（通訳等）の配置について検討・実施します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 新規 再掲
再掲

（66）

認定こども園、保育
園等における外国人
児童・アレルギー児
等への対応のための

73 1 子ども・子育て支援 7
特別な支援が必要な子どもへ
の教育・保育等の提供

５
外国につながる子どもへの支
援

②
子どもルームにおける外国人児童（保護者）との円滑
なコミュニケーションを図るため、必要に応じて印刷
物の翻訳や通訳の対応を検討します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 B 運営事業者の判断により、必要と思われるルームに対
しては翻訳機を導入した。

5か所（都小、高浜第一小、稲毛第二小、幕張西小、
大森小B）

90
子どもルームにおけ
る外国人児童（保護
者）への対応
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資料１（別紙４）

74 1 子ども・子育て支援 7
特別な支援が必要な子どもへ
の教育・保育等の提供

５
外国につながる子どもへの支
援

③
多言語による各種情報の提供や日本語学習支援、生活
相談等を行い、外国人市民が安心・安全に暮らすため
に必要な支援を充実させます。

総務局 市長公室 国際交流課 B

91 外国人市民向けに作成した、子ども・子育て支援
を含む日常生活に必要な情報をまとめた「千葉市生活
ガイドブック」のR２年度版への更新を行い、区役所
窓口等に配架を行った。
92 保健師・介護士の資格を持つボランティアと協働
し、子育てについて相談できるイベント「外国人のお
父さんお母さんのためのおしゃべりサークル」を開催
した。
93 外国人市民に対し、言語や習慣の違いから生じる
日常生活の問題を解決するための窓口を設け、相談の
受付及び情報提供を行った。

91 配布冊数　英語：461冊、中国語：357冊、
韓国語：173冊、スペイン語：113冊、ベトナ
ム語：114冊
92 開催回数：4回、参加者：13人（うち外国人
5人）
93 相談受付件数　出産・育児：24件、教育：
36件

91
生活ガイドブックの
発行

92 日本語学習支援 93
国際交流プラ
ザでの生活相
談

75 1 子ども・子育て支援 8
出産・子育て期におけるワー
ク・ライフ・バランスの推進

１
ワーク・ライフ・バランスの
推進に係る普及・啓発

①
市民や家庭を対象とした講座やセミナーを開催するほ
か、啓発冊子の活用等により、ワーク・ライフ・バラ
ンスについて幅広く普及・啓発を図ります。

市民局
生活文化スポー

ツ部
男女共同参画課 B

講演会及び男女共同参画センターでの講座の開催や、
啓発冊子の活用により、ワーク・ライフ・バランスに
ついての意識・啓発を行った。

（令和２年度実績）
・仕事応援ゼミⅠ「段取り力が決め手！効率が上がる
と仕事が面白い」
　受講者数　１１人

94
ワーク・ライフ・バ
ランスに係る普及啓
発

76 1 子ども・子育て支援 8
出産・子育て期におけるワー
ク・ライフ・バランスの推進

２
男性の子育てへの関わりの促
進

①
男性が育児休業を取得しやすい職場環境づくりの気運
を高めるため、特に育児休業の取得が困難とされる中
小企業における育児休業の取得を促進します。

こども未来局 こども未来部 幼保支援課 B
中小企業の内、市内に事業所を持つ事業主と市内在住
の男性労働者に対し、10日間以上の育児休業取得に
際し、助成金を支給した。

支給件数6件 95
男性の育児休業取得
促進奨励金

77 1 子ども・子育て支援 8
出産・子育て期におけるワー
ク・ライフ・バランスの推進

２
男性の子育てへの関わりの促
進

②

男性の子育てを支援するため、他団体等とも連携し、
男性の家事・育児に関する講座や、「イクメン」を応
援するイベントを開催します。また、インターネット
も活用し、育児に関わる父親同士のネットワークづく
りを促進します。

こども未来局 こども未来部 幼保支援課 B

男性の子育てを支援するため、他団体等とも連携し、
男性の育児やパートナーとの関わりに関する講座を開
催した。また、ＳＮＳを活用し、育児に関わる父親同
士のネットワークづくりを促進した。

・プレパパママ講座
　7回開催　80人参加（5回はオンライン配信）
・パパスクール（オンライン開催）
　4回開催　延べ39人、実人数14人
・イクメンイベントは新型コロナウイルス感染拡大防
止のため中止

96 男性の子育て支援事
業

78 1 子ども・子育て支援 8
出産・子育て期におけるワー
ク・ライフ・バランスの推進

２
男性の子育てへの関わりの促
進

③

妊娠・出産・育児に関する男性に向けた啓発冊子を作
成し、男性が早くから父親としての自覚を持ち、母親
の出産後、積極的に育児に関わることができるよう支
援します。

こども未来局 こども未来部 幼保支援課 B イクメンハンドブックを製作し、母子手帳と一緒に配
付した。

製作部数　10,000部 97
イクメンハンドブッ
ク

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 再掲
再掲

(108)
土日開催の両親学級

こども未来局 こども未来部 幼保支援課
リラックス館等で、男性向けの子育て支援講座を実施
した。

男性向け講座等126回開催（男性参加者数280人） 98
子育て支援拠点施設
における父親の子育
て支援

80 1 子ども・子育て支援 8
出産・子育て期におけるワー
ク・ライフ・バランスの推進

２
男性の子育てへの関わりの促
進

④

これから父親・母親になる方を対象として、お産や母
乳についての講義や行政サービスの紹介のほか、妊娠
中から産後の母親の心と体の変化に合わせた父親のサ
ポート等、子育てを協力して行うことについて講義を
行い、父親の育児への積極的な関わりを支援します。

市民局
生活文化スポー

ツ部
男女共同参画課 B 男女共同参画センターにおいて、男性の子育て支援に

関する講座を開催した。

（令和２年度実績）
・男性のためのアンガーマネジメント講座「職場や家
庭でのより良い人間関係のために」
　受講者数　５人
・子育て応援講座もっと一緒にパパ力全開講座Ⅰ～Ⅳ
（中止）

99 男性の子育て支援に
関する講座の開催

81 1 子ども・子育て支援 8
出産・子育て期におけるワー
ク・ライフ・バランスの推進

3
子育てと仕事の両立のための
基盤整備

①
「確保方策」に基づき、教育・保育や放課後児童クラ
ブの「量」の拡充を図り、子育てと仕事の両立を支援
します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 B 別紙５に記載 7
放課後児童クラブ
（子どもルーム）

82 1 子ども・子育て支援 8
出産・子育て期におけるワー
ク・ライフ・バランスの推進

3
子育てと仕事の両立のための
基盤整備

②

保護者が育児休業を希望どおりに取得した上で、職場
に復帰する際に円滑に保育を利用することができるよ
う、特に、０～２歳児の保育の受け皿の拡充を図りま
す。

こども未来局 こども未来部 幼保支援課 B 別紙５に記載 1
教育・保育施設によ
る保育の「量」の拡
充

2
地域型保育事業
による「量」の
拡充

83 1 子ども・子育て支援 8
出産・子育て期におけるワー
ク・ライフ・バランスの推進

3
子育てと仕事の両立のための
基盤整備

③

働き方の多様化に伴うさまざまな保育需要に対応する
ため、延長保育、休日・夜間保育のほか、一時預か
り、病児・病後児保育などの充実を図り、子育てと仕
事の両立を支援します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B

休日保育：３か所の増
【最終年度事業者数】10か所（中央区：3か所　
稲毛区：2か所　若葉区：１か所　緑区：2か所　
美浜区：２か所）

夜間保育は、令和２年４月１日現在でも2園の認
可施設が22時まで延長保育を実施している。ま
た認可外施設１園が24時間保育、3施設が22時
まで保育を実施しており、ニーズが充足している
ことから実施しないこととしている。

R02　10園
延べ利用児童数3,382人

100 休日保育事業 101 夜間保育事業

84 1 子ども・子育て支援 8
出産・子育て期におけるワー
ク・ライフ・バランスの推進

3
子育てと仕事の両立のための
基盤整備

④

保育の開始を生後57日目に前倒しして子どもを預か
る「産休明け保育」を実施し、産休明けに早期に職場
復帰する必要がある母親の子育てと仕事の両立を支援
します。

こども未来局 こども未来部 幼保運営課 B 乳児保育を実施する全ての保育所で実施した。 延べ利用児童数3,382人 102 産休明け保育事業

85 2
妊娠・出産・育児までの切れ
目のない支援

1
妊娠・出産・子育て期におけ
る、母子保健対策の充実

1
妊娠・出産に関する知識等の
普及啓発

①
妊娠したら、早期に妊娠届を提出し、母子健康手帳の
交付を受けるよう普及啓発を図ります。

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 B 妊娠したら、早期に妊娠届を提出するよう、産院に
リーフレットを配布し、普及啓発を図った。

リーフレット配布施設数 48箇所 104
母子健康手帳に関す
る啓発

86 2
妊娠・出産・育児までの切れ
目のない支援

1
妊娠・出産・子育て期におけ
る、母子保健対策の充実

１
妊娠・出産に関する知識等の
普及啓発

②
母子健康手帳の交付時の面接等を通して、妊婦健康診
査及び妊産婦歯科健診の重要性の普及啓発と受診の勧
奨を行います。

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 B
母子健康手帳の交付時の面接等を通して、妊婦健康診
査及び妊産婦歯科健診の重要性の普及啓発と受診の勧
奨を行った。

・母子健康手帳交付件数　　　  6,373件
・妊婦健康診査延べ受診者数　74,816人

105
母子健康手帳の交
付・面接

再掲
(17)

妊婦健康診査 106
妊産婦歯科健
診

87 2
妊娠・出産・育児までの切れ
目のない支援

1
妊娠・出産・子育て期におけ
る、母子保健対策の充実

１
妊娠・出産に関する知識等の
普及啓発

③
これから母親・父親になる方を対象に、妊娠・出産・
子育てに関する講座や情報提供を行う教室を開催し、
正しい知識の普及啓発を図ります。

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 B
これから母親・父親になる方を対象に、妊娠・出産・
子育てに関する講座や情報提供を行う教室を開催し、
妊娠・出産に係る正しい知識の普及啓発を図った。

母親＆父親学級の実施回数　　　29コース80回
土日開催の両親学級　　　　　　15回

107 母親＆父親学級 108
土日開催の両親
学級

88 2 妊娠・出産・育児までの切れ
目のない支援

1
妊娠・出産・子育て期におけ
る、母子保健対策の充実

２
安心して妊娠・出産できる体
制の強化

①
訪問指導や各種相談事業を通して妊娠期からメンタル
ヘルスケアの充実を図ります。

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 B 訪問指導や各種相談事業を通して妊娠期からメンタル
ヘルスケアの充実を図った。

・新生児・妊産婦訪問指導員による訪問
　新生児延問件数　　3,101件
　妊産婦延訪問件数　3,013件
・乳幼児に関する育児相談
　227回　1,583人

109 新生児・妊産婦訪問
指導

再掲
(18)

乳児家庭全戸訪
問事業

110 育児相談
再掲
(19)

養育支援訪問
事業

111 産後ケア事業

89 2
妊娠・出産・育児までの切れ
目のない支援

1
妊娠・出産・子育て期におけ
る、母子保健対策の充実

２
安心して妊娠・出産できる体
制の強化

②

妊娠届提出時に全妊婦に対し、保健師又は助産師によ
る面接を行い、個々の状況に応じた応援プランを策定
します。また、随時妊娠・出産・子育てに関する相談
に応じます。

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 再掲
再掲

（14）

利用者支援事業（母
子健康包括支援セン
ター）

90 2
妊娠・出産・育児までの切れ
目のない支援

1
妊娠・出産・子育て期におけ
る、母子保健対策の充実

2
安心して妊娠・出産できる体
制の強化

③
産前・産後の育児不安や負担の軽減を図り、安心して
育児ができる支援体制の充実を図ります。

保健福祉局
こども未来局

健康福祉部
こども未来部

健康支援課
幼保支援課

拡充 別紙3に記載 111 産後ケア事業
再掲

（14）

利用者支援事業
（母子健康包括
支援センター）

112
エンゼルヘル
パー派遣事業

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課
養育支援を必要とする家庭の早期発見と早期支援体制
の充実を図った。

母子健康手帳交付件数　　6,373件 105
母子健康手帳の交
付・面接

再掲
(19)

養育支援訪問事
業

こども未来局 こども未来部
幼保支援課
健康支援課

看護師のコーディネーターが、エンゼルヘルパーの利
用申込者に対し、電話やその自宅を訪問することなど
で、産後うつ等の症状を早期に発見するほか、母親の
子育てを支援した。

実利用者　353人 112
エンゼルヘルパー派
遣事業

113
産前・産後母子
支援事業

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課

子育てに係る関係機関連携体制を強化し、母子保健事
業の充実を図った。なお、4か月児健康診査会場での
子育てコンシェルジュとの相談は感染拡大防止のため
中止した。

４か月児健康診査会場で子育てコンシェルジュとの相
談の場を設置（0会場）

再掲
（109）

新生児・妊産婦訪問
指導

再掲
(18)

乳児家庭全戸訪
問事業

再掲
(19)

養育支援訪問
事業

114
乳幼児健康診
査

再掲
（14）

利用者支援事
業（母子健康
包括支援セン
ター）

再掲
（111）

産後ケア事業

こども未来局 こども未来部 幼保支援課 再掲
再掲

（13）

利用者支援事業（子
育て支援コンシェル
ジュ）

93 2
妊娠・出産・育児までの切れ
目のない支援

1
妊娠・出産・子育て期におけ
る、母子保健対策の充実

３
子どもが安心して健やかに育
つための体制の充実

①
乳幼児健康診査の受診率の維持・向上に努め、未受診
者に対する支援の充実を図ります。

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 B 乳幼児健康診査の受診率の維持・向上に努め、未受診
者に対する支援の充実を図った。

４か月児健康診査受診率　92.0％
１歳６か月児健康診査受診率　　95.6％
3歳児健康診査　　　94.6％

再掲
(19)

養育支援訪問事業
再掲

（114）
乳幼児健康診査

２ B

２
安心して妊娠・出産できる体
制の強化

⑤
子育てに係る関係機関連携体制を強化し、母子保健事
業の充実を図ります。 D92 2 妊娠・出産・育児までの切れ

目のない支援
1

妊娠・出産・子育て期におけ
る、母子保健対策の充実

妊娠・出産・子育て期におけ
る、母子保健対策の充実

1
妊娠・出産・育児までの切れ
目のない支援

291

これから父親・母親になる方を対象として、お産や母
乳についての講義や行政サービスの紹介のほか、妊娠
中から産後の母親の心と体の変化に合わせた父親のサ
ポート等、子育てを協力して行うことについて講義を
行い、父親の育児への積極的な関わりを支援します。

④
男性の子育てへの関わりの促

進
２

出産・子育て期におけるワー
ク・ライフ・バランスの推進

8子ども・子育て支援179 B

養育支援を必要とする家庭の早期発見と早期支援体制
の充実を図ります。

④
安心して妊娠・出産できる体
制の強化
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令和2年度

資料１（別紙４）

94 2
妊娠・出産・育児までの切れ
目のない支援

1
妊娠・出産・子育て期におけ
る、母子保健対策の充実

３
子どもが安心して健やかに育
つための体制の充実

②
子育てに関する正しい知識の普及と子育てに悩む親の
ための相談体制の充実を図ります。

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 B 子育てに関する正しい知識の普及と子育てに悩む親の
ための相談体制の充実を図った。

・離乳食教室　　26回　421人　
・乳幼児に関する育児相談　227回　1,583人

再掲
（110）

育児相談 115 離乳食教室

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課
子どもにかかる医療費の助成を行い、負担の軽減を
図った。

・未熟児養育医療費の給付延べ件数　　459件
・自立支援医療（育成医療）の給付延べ件数　　171
件
・小児慢性特定疾病医療費の給付延べ件数　　9,500

116
未熟児養育医療費の
助成

117
育成医療費の助
成

118
小児慢性特定
疾病医療費の
助成

こども未来局 こども未来部 こども企画課
中学3年生までの通院・調剤・入院に係る医療費の一
部または全部を助成した。

助成件数　1,151,815件
助成金額　2,135,548千円

119 子ども医療費助成

96 2 妊娠・出産・育児までの切れ
目のない支援

3
妊娠・出産・子育てに関する
情報提供

－ － ① 保育・子育てサービスの情報提供の充実を図ります。 こども未来局 こども未来部
こども企画課
幼保支援課 B

【こども企画課】
子育て支援館に子育てコーディネーターを配置し、子
育てサービスに関する情報提供を行うほか、６区の保
健福祉センターの子育て支援コンシェルジュを配置
し、保育サービス等の情報提供を行った

【幼保支援課】
情報誌「子育てナビ」の発行及びウェブサイト「子育
てナビ」の運営を行った。

子育て支援コンシェルジュ相談件数 
10,420件

情報誌発行部数：30,000部
HPアクセス件数：62,975回

120 子育て支援総合コー
ディネート事業

121 子育てナビ 122 赤ちゃんの駅
再掲
(13)

利用者支援事
業（子育て支
援コンシェル
ジュ）

再掲
（14）

利用者支援事
業（母子健康
包括支援セン
ター）

97 3 こどもの社会参画の推進 1
子どもの自立性・社会性・自
治意識を育むこどもの参画の
推進

１
「こどもの参画」を担う子ど
もの育成の場の実施

①

子どもが主体となって、企画・運営する“まち”の開
催を支援します。参加する子どもが、疑似社会体験や
“まち”の市長選挙を通して、社会の仕組みや社会参
画を学んでいきます。

こども未来局 こども未来部 こども企画課 拡充 別紙3に記載 123 こどものまちＣＢＴ

98 3 こどもの社会参画の推進 1
子どもの自立性・社会性・自
治意識を育むこどもの参画の
推進

2
モデル事業の実施等による子
どもの意見の吸い上げ、施策
への反映

①
小・中・高・特別支援学校の児童生徒を対象に、市政
に対する提言を幅広く募り、議会形式で、市長等との
意見交換を行います。

教育委員会 学校教育部 教育指導課 D

令和２年度の子ども議会はコロナ感染症拡大防止のた
め、中止とした。次年度は、感染症対策のため、学習
会の回数の削減やオンライン学習会の実施を検討す
る。

平成27年度から令和元年度までの開催内容の累
計
開催回数：5回
参加人数：小学生子ども議会議員241人
　　　　　中学生ファシリテータ　81人

124 子ども議会

99 3 こどもの社会参画の推進 1
子どもの自立性・社会性・自
治意識を育むこどもの参画の
推進

2
モデル事業の実施等による子
どもの意見の吸い上げ、施策
への反映

②
子どもを取り巻く様々な課題について、子ども、市
民、専門家、行政がともに考え、市への提言をまとめ
ます。

こども未来局 こども未来部 こども企画課 B
新型コロナウイルス感染症対策を行いつつ、庁内関係
課とも連携し3つのテーマについて小中学生を対象と
したワークショップを実施した。

【開催回数等】
　テーマ①：10回　延136人参加
　テーマ②：6回　延68人参加
　テーマ③：3回　延21人参加
　令和元年度継続分：1回　延23人参加

125 こども・若者の力
ワークショップ

100 3 こどもの社会参画の推進 1
子どもの自立性・社会性・自
治意識を育むこどもの参画の
推進

2
モデル事業の実施等による子
どもの意見の吸い上げ、施策
への反映

③

「こども・若者宣言」を指針とし、地域課題の解決策
と市の魅力向上について、子ども・若者目線で検討し
ていきます。さらに、産学官連携により多世代交流と
実行力の向上を図り、まちづくりを推進します。

こども未来局 こども未来部 こども企画課 拡充 別紙3に記載 126 こども・若者市役所

101 3 こどもの社会参画の推進 2 こどもの参画の周知・啓発 1
学校・地域団体等への周知・
啓発

①

子ども・若者の社会参画について、取組事例を広く発
信することによりいっそうの周知・啓発を図るととも
に、成果や課題について話し合うことで、その取組み
のさらなる充実や広がりにつなげます。

こども未来局 こども未来部 こども企画課 拡充 別紙3に記載 127
こども・若者サミッ
ト

102 3 こどもの社会参画の推進 2 こどもの参画の周知・啓発 1
学校・地域団体等への周知・
啓発

②
子どもから大人までの幅広い世代に対して、「こども
の参画」に関する情報を発信し、気運の醸成に取り組
みます。

こども未来局 こども未来部 こども企画課 拡充 別紙3に記載 128
多世代へのこどもの
参画の啓発

103 3 こどもの社会参画の推進 2 こどもの参画の周知・啓発 ２ 庁内推進体制の強化 ①

本市におけるこどもの参画を円滑に推進するために、
こどもの参画の実施例を共有するとともに、こどもの
参画の理念と目的を理解するための研修等を実施しま
す。

こども未来局 こども未来部 こども企画課 拡充 別紙3に記載 129
こどもの参画の意識
向上

104 3 こどもの社会参画の推進 2 こどもの参画の周知・啓発 ２ 庁内推進体制の強化 ②
こどもの参画の取組状況を自己評価する「こどもの参
画チェックシート」の活用により、主体的なこどもの
参画推進を図ります。

こども未来局 こども未来部 こども企画課 拡充 別紙3に記載 130
こどもの参画事業の
推進

105 4 子ども・若者の健全育成 1 健全育成活動の推進 1
家庭・地域・学校が連携した
子ども・若者の健全育成の推
進

①

子どもが基本的な生活習慣を身に付け、規範意識や自
立心を高める上で重要な役割を担う家庭の教育力を向
上するため、保護者に対し子ども・若者の健全育成に
関する啓発を行います。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 B

構成委員１５名中１３名出席により、９月２日に協議
会を開催し、下記議題について委員から意見を聴取し
た。　
　議題　１．会長・副会長の選任について
　　　　２．千葉市青少年問題協議会健全育成功労者
　　　　　　表彰について
　　　　３．「家庭教育応援します　親ナビ」につい
                   て
　　　　４．2022年以降の成人式の在り方について

協議会開催回数　１回
青少年問題協議会健全育成功労者表彰　１回

再掲
（159）

家庭教育資料作成事
業

131 青少年問題協議
会

こども未来局 こども未来部 健全育成課

各青少年育成委員会及び青少年相談員連絡協議会にお
いて、家庭・地域・学校が協力して青少年健全育成に
取り組んだが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、中止となる事業も多くあった。

・青少年育成委員会54中学校区にて実施。委員は2年
毎に委嘱し、市内中学校区におり4,000人以上が委員
となっている。
・千葉市青少年相談員連絡協議会にて実施。相談員は
3年毎に委嘱し、市内中学区におり、合計は520人ほ
ど。
・青少年の日フェスタは、新型コロナウイルス感染症
の影響で中止し、青少年育成団体の代表者（7団体、
11人）による青少年の日ミニフォーラムを開催し

132 青少年育成委員会活
動事業

133 青少年相談員活
動事業

134

「青少年の
日」「家庭・
地域の日」関
連事業

教育委員会 学校教育部 学事課

新規校10校に開設の目的・意義を説明し、学校支援
地域本部を設置　消耗品や通信費の配付
地域コーディネーター研修会はコロナ蔓延防止のため
中止

令和2年度新規10校を加え４6校（小学校３０校・中
学校1６校）で実施　それぞれの本部４6名の地域
コーディネーターを中心に地域教育協議会を開催

135
学校支援地域本部事
業

107 4 子ども・若者の健全育成 1 健全育成活動の推進 1
家庭・地域・学校が連携した
子ども・若者の健全育成の推
進

③
地域の青少年育成団体が実施する様々な体験活動や世
代間・異年齢間交流などの青少年健全育成事業を支援
します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 B

各青少年育成委員会及び青少年相談員連絡協議会にお
いて、家庭・地域・学校が協力して青少年健全育成に
取り組んだが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、中止となる事業も多くあった。

・青少年育成委員会54中学校区にて実施。委員は2年
毎に委嘱し、市内中学校区におり4,000人以上が委員
となっている。
・千葉市青少年相談員連絡協議会にて実施。相談員は
3年毎に委嘱し、市内中学区におり、合計は520人ほ
ど。

再掲
（132）

青少年育成委員会活
動事業

再掲
（133）

青少年相談員活
動事業

136
青少年育成団
体等の支援事
業

108 4 子ども・若者の健全育成 1 健全育成活動の推進 1
家庭・地域・学校が連携した
子ども・若者の健全育成の推
進

④
成人に達した若者に大人としての自覚を促し、郷土へ
の愛着や関心を高めるような「成人式」を地域、学校
等と連携して実施します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 C

令和３年「千葉市成人を祝う会」は、１月１１日
（月・祝）に３部制で開催する予定であったが、新型
コロナウイルス感染所の感染拡大により会場での開催
は中止とし、式典内容の動画を配信する形態での開催
となった。

・オンラインでの開催のため参加者数を特定すること
ができない。動画視聴回数は7,001回

137 成人を祝う会

こども未来局 こども未来部 健全育成課
見直
し

別紙3に記載 138
少年自然の家運営事
業

教育委員会 生涯学習部 南部青少年センター

・青少年及び一般を対象とした、各種講座を開催し
た。
・当センター利用団体の、日頃の活動成果を市HPに
動画配信した。

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、一部の
講座及び当センター利用団体のホールでの成果発表会
を中止した。

・ときめきサタディ（学習支援含む）
　開催講座数：4講座、受講者数：33人、延受講者
数：61人
・わくわくカレッジ
　開催講座数：5講座　受講者数：34人、延受講者
数：52人
・ゆめチャレンジ
　市HPに動画配信した団体数：４団体

139 ときめきサタディ 140 わくわくカレッ
ジ

141 ゆめチャレン
ジ

110 4 子ども・若者の健全育成 2
非行を防止するための環境づ
くり

1 非行防止活動の推進 ①
相談活動（来所相談・電話相談・訪問相談）を行うこ
とにより、非行の未然防止を図ります。

こども未来局 こども未来部 青少年サポートセンター B 相談活動（来所相談・電話相談・訪問相談）を実施し
た。

来所相談100件、電話相談241件、訪問相談122件 142 相談活動事業

111 4 子ども・若者の健全育成 2
非行を防止するための環境づ
くり

1 非行防止活動の推進 ②
学校・警察・地域の青少年育成団体等との連携を強化
し、青少年の問題行動や非行の早期発見に努めます。

こども未来局 こども未来部 青少年サポートセンター B 補導活動（所員補導・中心街補導・地域補導）を実施
した

実施回数2,502回、延べ従事者4,714人、補導少年
数494人

143 広報・啓発活動 144
関係機関との連
携

112 4 子ども・若者の健全育成 2
非行を防止するための環境づ
くり

１ 非行防止活動の推進 ③
地域等で活動する青少年育成団体や学校が実施する非
行に関する研修会や防犯訓練等に講師を派遣します。

こども未来局 こども未来部 青少年サポートセンター 再掲
再掲

（143）
広報・啓発活動

109 4 子ども・若者の健全育成 1 健全育成活動の推進 1
家庭・地域・学校が連携した
子ども・若者の健全育成の推
進

⑤
地域の青少年育成団体や家族、学校に対し、自然体験
活動や生活体験活動等を行うための場を提供します。

1
家庭・地域・学校が連携した
子ども・若者の健全育成の推
進

②
地域の青少年育成団体等や学校が積極的に連携し、子
どもと家庭・地域・学校のつながりを強化します。 B106 4 子ども・若者の健全育成 1 健全育成活動の推進

－ － ①
子どもにかかる医療費の助成を行い、負担の軽減を図
ります。 B95 2 妊娠・出産・育児までの切れ

目のない支援
2

医療にかかる経済的負担の軽
減

B
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資料１（別紙４）

113 4 子ども・若者の健全育成 2
非行を防止するための環境づ
くり

2 補導活動の強化 ①
青少年補導員が青少年育成委員会や青少年育成関係者
と連携して、地域ぐるみで街頭補導等を実施し、青少
年の非行防止に努めます。

こども未来局 こども未来部
健全育成課

青少年サポートセンター B 補導活動（所員補導・中心街補導・地域補導）を実施
した

実施回数2,502回、延べ従事者4,714人、補導少年
数494人

145 補導活動事業
再掲

(132)
青少年育成委員
会活動事業

再掲
（133）

青少年相談員
活動事業

114 4 子ども・若者の健全育成 2
非行を防止するための環境づ
くり

2 補導活動の強化 ②
補導活動の一環として、千葉市立小・中・高・特別支
援学校の児童・生徒を対象にネット補導を実施し、問
題行動の早期発見や非行防止に努めます。

こども未来局 こども未来部
健全育成課

青少年サポートセンター
拡充 別紙3に記載 146 ネット補導活動

こども未来局 こども未来部
健全育成課

青少年サポートセンター
再掲

再掲
（132）

青少年育成委員会活
動事業

再掲
（145）

補導活動事業
再掲

（133）
青少年相談員
活動事業

区役所 - 地域振興課
ボランティアで防犯ウォーキングを実施する区民に対
して、ウォーキング時に着用する物品を貸与した。

【中央区】
新規登録者数　47人
登録者数合計　2,707人
【花見川区】
新規登録者数　84 人
登録者数合計　2,955人
【稲毛区】
新規登録者数　204人
登録者合計　　2,661人
【若葉区】
新規登録者数　48人
登録者数合計　2,520人
【緑区】
新規登録者数　47人 
 
登録者数合計　1,877人
【美浜区】
新規登録者数　45人
登録者数合計　2,309人

147 防犯ウォーキング

市民局 市民自治推進部 地域安全課
地域安全課及び各区地域振興課職員が業務で外出する
機会を活用して、青色回転灯を装着した公用車で防犯
パトロールを実施した。

外出時に適宜実施 148 青色防犯パトロール 150

青色防犯パト
ロール実施団体
へのドライブレ
コーダー配付

教育委員会 学校教育部 学事課
講習会の開催
スクールガード・アドバイザーの委嘱
セーフティウォッチャー活動状況のとりまとめ

・学校セーフティウォッチャー
　登録者数25,149人（R2.3末）
　講習会の開催（3回　計350人参加）
・スクールガード・アドバイザー配置　13人

149
学校セーフティ
ウォッチ事業

116 5 子ども・若者の安全の確保 1
子ども・若者を犯罪等から守
る地域づくり

1
地域の青少年育成団体等によ
るパトロールや環境浄化活動
の推進

②
青少年非行の誘因となっている有害環境を調査・点検
し、警察署や青少年育成委員会、青少年補導員、青少
年相談員等が連携して有害環境の浄化に努めます。

こども未来局 こども未来部
健全育成課

青少年サポートセンター B 社会環境実態調査及び千葉県健全育成条例に基づく立
入調査を実施した。

調査・聞き取り店舗数（コンビニ、カラオケボック
ス、携帯電話販売店、雑貨店、書店等）223件

151 環境浄化活動
再掲

(132)
青少年育成委員
会活動事業

再掲
（133）

青少年相談員
活動事業

117 5 子ども・若者の安全の確保 1
子ども・若者を犯罪等から守
る地域づくり

1
地域の青少年育成団体等によ
るパトロールや環境浄化活動
の推進

③

県青少年健全育成条例に基づく立入調査事務により、
コンビニ、書店、カラオケボックス、携帯電話販売店
等の条例の遵守状況を確認し、注意・勧告を行いま
す。

こども未来局 こども未来部 青少年サポートセンター B 社会環境実態調査及び千葉県健全育成条例に基づく立
入調査を実施した。

調査・聞き取り店舗数（コンビニ、カラオケボック
ス、携帯電話販売店、雑貨店、書店等）223件

152 立入調査事業

118 5 子ども・若者の安全の確保 1
子ども・若者を犯罪等から守
る地域づくり

2
子どものための緊急避難場所
の充実及び周知

①

青少年育成委員会が主体となって、子どもの緊急避難
場所として家庭や店舗などを「こども１１０番のい
え」として登録し、子どもの安全を守ります。また、
学校・保護者を通じて、子どもに対し「こども１１０
番のいえ」の周知を図ります。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 B

・一斉休校からの学校再開時に地域の見守り活動を実
施し、分散登校時の子どもの安全確保に努めた。
・「こども110番のいえ」の登録を促し、家庭や子ど
もたちに対し周知を進めた。

・登録件数9,107件
・こども110番のいえ（店舗）への飛び込み件数1件

153 こども１１０番のい
え

再掲
(132)

青少年育成委員
会活動事業

再掲
（159）

家庭教育資料
作成事業

119 5 子ども・若者の安全の確保 1
子ども・若者を犯罪等から守
る地域づくり

3
九都県市共同による環境浄化
活動の推進

①
青少年を取り巻く様々な問題は都県域を超えて共通化
しているため、九都県市で青少年の健全育成について
協議し、共同の取組みを行います。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 C

・新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から九都県
市の行政主管課長会議を対面開催することができず書
面開催となったことから共同の取組について協議する
ことができなかった。

154
九都県市共同啓発事
業

こども未来局 こども未来部
健全育成課

青少年サポートセンター
再掲

再掲
（132）

青少年育成委員会活
動事業

再掲
（133）

青少年相談員活
動事業

再掲
（143）

広報・啓発活
動

市民局 市民自治推進部 地域安全課
空き巣やひったくりなど市内の犯罪状況を携帯電話や
スマートフォン、パソコンに電子メールで配信し、防
犯に対する注意喚起を実施した。

【配信実績】
・犯罪発生日報：337回
・緊急防犯情報：271回
・不審者情報　：28回
・ワンポイント防犯情報：27回

155 ちばし安全・安心
メール

総務局 危機管理部 防災対策課

気象庁が発表する警報・注意報等や市の避難所開設情
報等について、携帯電話やスマートフォン、パソコン
に電子メールで配信し、災害に対する注意喚起を実施
した。また、新型コロナウイルス感染症について、週
報や市施設・イベント等の状況、特別定額給付金情報
などの各種情報を発信し、注意喚起を実施した。

登録者数の推移（年度末時点）
令和2年度　  54,091人

156 ちばし安全・安心
メール

121 5 子ども・若者の安全の確保 2
子ども・若者が犯罪等から自
分の身を守ることができる力
の向上

1
犯罪等に関する防犯教室等の
開催及び周知

①

地域の青少年育成団体等による防犯教室や安全教室等
を実施し、地域の青少年育成団体等による防犯教室や
安全教室等の啓発活動を行うことで、子ども・若者が
犯罪等に巻き込まれないための知識・態度を育みま
す。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 再掲
再掲

（132）
青少年育成委員会活
動事業

再掲
（133）

青少年相談員活
動事業

保健福祉局 医療衛生部 医療政策課
ホームページ等で薬物乱用防止の広報及び啓発活動を
実施した。

- 157 薬物乱用防止対策

教育委員会 学校教育部 保健体育課
保健学習において、薬物の害や誘われた場合の断り方
について、啓発することはできた。しかし、昨年度は
新型コロナウイルス感染症の影響により、警察等の外
部講師を招いて薬物乱用防止教室を実施できなかった

- 158 健康教育推進事業

こども未来局 こども未来部 健全育成課
見直
し

別紙3に記載 159
家庭教育資料作成事
業

こども未来局 こども未来部 健全育成課
青少年問題協議会監修の下、資料を作成し、年度当初
に学校を通じて小学1・5年生、中学1年生の保護者へ
配布。

毎年、当該年度の小学校1年生、5年生、中学1年生の
児童・生徒数分を作成。

160
子どもの情報モラル
啓発

再掲
（159）

家庭教育資料作
成事業

教育委員会 学校教育部 教育センター
各学校において立案した情報教育指導計画のもと、学
年の発達段階に応じた内容の指導を実施した。

全市立小・中・特別支援学校で情報モラル教育などを
実施した。（千葉市情報モラルコンテンツ・文科省情
報モラルコンテンツ・eネット安心講座・ケータイス
マホ教室　他）

161
情報モラル教育の推
進

124 6 子ども・若者の居場所づくり 1
学校施設等を活用した安全・
安心な居場所の確保

1 子どもルームの拡充 ①

待機児童の状況等を考慮した上で、既存の子どもルー
ムでの受入れが困難な地域については、小学校の余裕
教室利用や学校敷地内への増設により、子どもルーム
の受入枠の拡大を行います。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 拡充 別紙3に記載 162 子どもルームの拡充

125 6 子ども・若者の居場所づくり 1
学校施設等を活用した安全・
安心な居場所の確保

1 子どもルームの拡充 ②
校外にある子どもルームについて、校内への移転を推
進していきます。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 拡充 別紙3に記載 162 子どもルームの拡充

2 子どもの情報モラルの向上 ①
子どもがインターネットを利用する上でのルール・マ
ナーを周知し、家庭でのルールづくりを奨励します。 B123 5 子ども・若者の安全の確保 2

子ども・若者が犯罪等から自
分の身を守ることができる力
の向上

1
犯罪等に関する防犯教室等の

開催及び周知
②

「危険ドラッグ」等の危険性を子ども・若者に対して
周知するため、薬物乱用防止教室等の実施や啓発活動
を行います。

B122 5 子ども・若者の安全の確保 2
子ども・若者が犯罪等から自
分の身を守ることができる力

の向上

4
子ども・若者及びその家族に
対する情報発信

①
広報紙・ホームページ・電子メールなどを通して、不
審者情報や防犯情報などを発信し、保護者や子どもに
注意喚起をします。

B120 5 子ども・若者の安全の確保 1
子ども・若者を犯罪等から守
る地域づくり

1
地域の青少年育成団体等によ
るパトロールや環境浄化活動
の推進

①
子ども・若者が犯罪の被害に遭わない環境をつくるた
めに、補導活動、パトロールなど、学校・地域・関係
機関が連携した防犯活動を推進します。

B115 子ども・若者の安全の確保5 1
子ども・若者を犯罪等から守
る地域づくり
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①
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事業名

③
事業一覧

番号

③
事業名

④
事業一覧

番号

④
事業名

⑤
事業一覧

番号

⑤
事業名

基本施策の取組内容②
N
o

基
本
施
策
N
o

基本施策名

基

本

施

策

の

取

組

内

容

N

o

基本施策の取組内容①
局 部 課

基本施策の取組内容③

所管課 実施内容
令和2年度

資料１（別紙４）

126 6 子ども・若者の居場所づくり 1
学校施設等を活用した安全・
安心な居場所の確保

2
放課後子ども教室における学
習支援・多様なプログラムの
充実

①
地域の参画を得て、学習・体験・交流の機会を設けて
きたこれまでの取組みを継続していきます。

教育委員会 生涯学習部 生涯学習振興課 C 地域の参画を得て、放課後子ども教室を実施した。

実施校数：56校
（新型コロナウイルスの影響により42校は実施見送
り）
述実施日数：578日
延登録児童数：14,265人

163
放課後子ども教室の
実施

127 6 子ども・若者の居場所づくり 1
学校施設等を活用した安全・
安心な居場所の確保

3
放課後子ども教室と子ども
ルームの連携

①

共働き家庭等の児童を含む希望するすべての児童が放
課後子ども教室の活動プログラムに参加できるよう、
子どもルームの児童が参加する共通プログラムの実施
にあたっては、放課後子ども教室と子どもルームで連
携を図ります。

教育委員会
こども未来局

生涯学習部
こども未来部

生涯学習振興課
健全育成課

拡充 別紙3に記載 164
放課後子ども教室と
子どもルームの連携

128 6 子ども・若者の居場所づくり 1
学校施設等を活用した安全・
安心な居場所の確保

3
放課後子ども教室と子ども
ルームの連携

②

放課後子ども教室と子どもルームの運営を一体的に行
い、放課後に希望するすべての児童を対象に「安全・
安心に過ごせる居場所」と「学びのきっかけ」を提供
する放課後子ども教室・子どもルーム一体型モデル事
業を、アフタースクール事業として本格実施します。

教育委員会
こども未来局

生涯学習部
こども未来部

生涯学習振興課
健全育成課

拡充 別紙3に記載 165 アフタースクールの
運営

こども未来局 こども未来部 健全育成課
アフタースクール事業を行っている生涯学習振興課と
共に、放課後対策全般についてあり方を検討してい
る。

日常的に情報交換を行っている。

教育委員会 生涯学習部 生涯学習振興課
「子どもの放課後対策に関する検討会議」において、
子どもたちの居場所の確保と充実について協議・調整
を行った。

「子どもの放課後対策に関する検討会議」開催回数：
１回

こども未来局 こども未来部 健全育成課

学校敷地内の新築４か所（うち１か所は校外から校内
へのの移転）、小学校の特別教室を利用した高学年子
どもルームの新設６か所、小学校の余裕教室を利用し
た子どもルームの増設１か所。

小学校内での整備11か所 166
総合的な放課後対策
の推進

教育委員会 生涯学習部 生涯学習振興課

放課後子ども教室については、学校施設を積極的に活
用し、多様な体験機会を提供した。
また、１２校で放課後子ども教室と子どもルームを一
体的に運営するアフタースクールを実施した。

放課後子ども教室実施校数：５６校
（新型コロナウイルスの影響により４２校は実施見送
り）
アフタースクール実施校数：１２校

166
総合的な放課後対策
の推進

131 6 子ども・若者の居場所づくり 1
学校施設等を活用した安全・
安心な居場所の確保

4 総合的な放課後対策の推進 ③
小学校の放課後において、校庭を安全・安心な居場所
として開放します。

教育委員会 生涯学習部 生涯学習振興課 B 全小学校において、放課後の校庭開放を実施した。 実施校数：１１０校

132 6 子ども・若者の居場所づくり 2
地域と連携したこどもの居場
所づくり

1 子どもを見守る大人の育成 ①
子どもの居場所の全市展開を図るため、公開講座を開
催し、こどもの居場所で活躍できる人材を育成しま
す。

こども未来局 こども未来部 こども企画課 拡充 別紙3に記載 167
信頼できる大人の育
成

こども未来局 こども未来部 こども企画課

子ども交流館の運営を行うほか、市民ボランティア団
体等が運営するどこでもこどもカフェの支援を行っ
た。また、新型コロナウイルス感染症対策として、子
ども交流館にて対策用の備品等を購入した他、どこで
もこどもカフェに対しても別途補助金の交付等を行っ
た。

【開催日数等】
子ども交流館：259日 延24,632人利用
どこでもこどもカフェ：10か所 275日 延707人利
用

168 どこでもこどもカ
フェの開催支援

169 子ども交流館の
運営

教育委員会 生涯学習部 生涯学習振興課

令和２年５月から、全ての公民館で空きのある諸室や
ロビーを通年にわたって開放した。

※緊急事態宣言やまん延防止等重点措置区域指定によ
り、令和2年12月26日から令和3年3月21日まで休
止

自習室利用者数：12,043人 170 公民館における子ど
もの居場所の確保

134 6 子ども・若者の居場所づくり 2
地域と連携したこどもの居場
所づくり

2
地域と連携した子どもの居場
所の設置・運営

②
都市公園において、プレーパークを自主的に開催して
いる市民団体の運営の継続及び運営する市民団体の増
加のため、プレーリーダーの派遣を行います。

こども未来局 こども未来部 こども企画課 B

子ども達の森公園にて常設型のプレーパークを実施し
た他、地域プレーパークにプレーリーダーを派遣する
等の支援を行った。また、新型コロナウイルス感染症
対策として、委託事業者に対策用の備品等を提供した
他、地域プレーパーク運営団体に対しても別途補助金
の交付等を行った。

【派遣実績】
　8団体
　72回（＝派遣上限数）

171 プレーパーク定期開
催団体への支援

172
子どもたちの森
公園プレーパー
ク運営

135 6 子ども・若者の居場所づくり 2
地域と連携したこどもの居場
所づくり

2
地域と連携した子どもの居場
所の設置・運営

③
地域の子どもの居場所を運営する団体等のネットワー
ク化により、情報共有と連携強化を図ります。

こども未来局 こども未来部 こども企画課 拡充 別紙3に記載 173
子どもの居場所の
ネットワーク化推進

136 7
ひとり親家庭の自立支援の推
進

1 相談支援体制の整備 １ 適切な相談対応の実施 ①
国・民間団体等関係機関の実施事業を有効活用した適
切な相談対応を実施します。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B
平日や昼間に育児や生活一般に関することなどについ
て、相談する時間がつくれない方のために休日・夜間
電話相談を実施した。

電話相談実施日：
・平日（18:00～21:00） 246日
・土日祝日（9:00～18:00） 68日
相談件数： 303件

174 相談体制の充実 175
母子・父子自立
支援員

176
土日・夜間電
話相談

177
遺 児 等 の グ
リーフケア

137 7 ひとり親家庭の自立支援の推
進

1 相談支援体制の整備 2 制度対象者への情報提供 ①
プッシュ型情報提供の仕組みを利用することなどによ
り、各事業の対象者に必要な情報が的確に届くように
するとともに、提供する情報の充実を図ります。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B

ひとり親家庭向けの各種支援制度を掲載したリーフ
レットを各区市民総合窓口課に配架した。
また、包括連携協定を締結しているひとり親支援団体
を通じて、団体が把握するひとり親家庭に対し、ひと
り親支援事業の周知を行った。

包括連携協定締結団体を通じた情報提供
（一社）シングルマザー支援協会：1回
（株）小さな一歩：2回

178 制度対象者への情報
提供等

138 7 ひとり親家庭の自立支援の推
進

2 子育て支援、生活の場の整備 １ 子育て支援の推進 ①

認定こども園、保育園等・子どもルームへの優先入所
を実施するとともに、「ファミリー・サポート・セン
ター」や「子育て短期支援事業」等の子育て支援事業
に係る利用者負担の軽減を図ります。

こども未来局 こども未来部

健全育成課
こども家庭支援課

幼保支援課
幼保運営課

B

ひとり親家庭等について、子どもルーム入所審査時の
配点を高くすることで優先的な措置を行っている。
ひとり親家庭等について、ファミリー・サポート・セ
ンターに係る利用者負担の軽減を図った。
子育て短期支援事業等の子育て支援事業に係る利用者
負担の軽減を図った。

・子どもルーム
　ひとり親家庭は19点加点
・ファミリーサポートセンター
　ひとり親助成延べ人数　87人
　助成件数　591件
・子育て短期支援事業
　実利用者数　184人
　実負担軽減者数　92人

179
認定こども園、保育
所等、子どもルーム
への優先入所

180
子育て支援事業
の利用者負担軽
減

139 7
ひとり親家庭の自立支援の推
進

2 子育て支援、生活の場の整備 2 生活支援の推進 ①
一時的に援助が必要なひとり親家庭等に家庭生活支援
員を派遣し、家事・育児の援助等を行う日常生活支援
事業を実施します。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B 一時的に援助が必要なひとり親家庭等に家庭生活支援
員を派遣し、家事・育児の援助等を行った。

延べ利用時間：３７９時間 181 日常生活支援

140 7
ひとり親家庭の自立支援の推
進

2 子育て支援、生活の場の整備 ２ 生活支援の推進 ②

ひとり親家庭が直面する暮らし・子育てなどを支援す
るため、各種行政サービスや法律知識をテーマにした
生活支援講習会等を実施するとともに、お互いの悩み
を打ち明け相談し合う場づくりとして、情報交換事業
を実施します。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B ひとり親家庭対象のイベントを開催し、情報交換及び
交流を図った。

実施回数：2回
参加者数：７３人

182 生活支援講習会 183 情報交換事業

141 7
ひとり親家庭の自立支援の推
進

2 子育て支援、生活の場の整備 ２ 生活支援の推進 ③

賃貸住宅の紹介や入居等に関する情報提供・助言を行
うとともに、ひとり親家庭が市営住宅に入居する際の
優遇措置を推進するほか、パンフレット等を活用し、
施策の周知を行います。

都市局 建築部
住宅整備課
住宅政策課 B

・市営住宅ひとり親世帯入居申込者に対して抽選番号
にポイントを１点付与した。
・住宅関連情報提供コーナーにおいて、入居を拒まな
い民間賃貸住宅の情報提供及び入居支援を行った。

・市営住宅ひとり親世帯応募当選実績
  応募75世帯　　当選25世帯
・ひとり親世帯への民間賃貸住宅の情報提供
　相談:6件　紹介:2件

184
市営住宅入居時の優
遇措置の推進

185
民間賃貸住宅入
居支援制度の推
進

142 7 ひとり親家庭の自立支援の推
進

3 就業支援策 1 就業相談の充実 ①

母子家庭等就業・自立支援センター事業として、母子
家庭等の就業と自立を支援するため、就業相談員によ
る就業相談や、ハローワークと連携した就業支援を行
います。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B

母子家庭等就業・自立支援センター事業として、母子
家庭等の就業と自立を支援するため、就業相談員によ
る就業相談や、ハローワークと連携した就業支援を
行った。

相談件数： 1274件　就職人数： 270人
母子・父子自立支援プログラム策定事業実施件数： 
55件

児童扶養手当の現況届手続き時に併せて開設する、ハ
ローワークの各区役所への臨時相談窓口（出張ハロー
ワーク！ひとり親全力サポートキャンペーン）につい
ては、コロナウイルの影響で令和２年度は未実施。

186 母子家庭等就業・自
立支援センター

143 7 ひとり親家庭の自立支援の推
進

3 就業支援策 ２ 資格、技能取得の支援の推進 ①

就業する際に必要な技術や資格の取得を促進するた
め、「高等職業訓練促進給付金」等の給付事業を実施
するほか、資格技能取得のための講習会を開催しま
す。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B
就業する際に必要な技術や資格の取得を促進するた
め、「高等職業訓練促進給付金」等の給付事業を実施
するほか、資格技能取得のための講習会を開催した。

高等職業訓練促進給付金
①高等職業訓練促進給付金
給付人数： 36人　支給額： 42,708千円
②高等職業訓練修了支援給付金
給付人数： 15人　支給額： 650千円
就業支援講習会
①パソコン講習会：４回開催　延べ受講者数34人
②介護職員初任者研修講習会　延べ受講者数8人

187 就業支援講習会 188 高等職業訓練促
進給付金

189 自立支援教育
訓練給付金

190
高等学校卒業
程度認定試験
合格支援

191 高等職業訓練
促進資金貸付

2
地域と連携した子どもの居場
所の設置・運営

①

学校でも家庭でもない、信頼できる大人が見守る第3
の居場所であるどこでもこどもカフェの開催支援や、
子どもが放課後・休日に過ごせる子ども交流館の運営
等により、子どもたちが気軽に立ち寄り、安心・安全
に過ごせる地域の身近な居場所を提供します。

B133 6 子ども・若者の居場所づくり 2
地域と連携したこどもの居場
所づくり

4 総合的な放課後対策の推進 ②
放課後子ども教室及び子どもルームの実施場所とし
て、学校施設等を有効的かつ積極的に活用していきま
す。

B130 6 子ども・若者の居場所づくり 1
学校施設等を活用した安全・
安心な居場所の確保

4 総合的な放課後対策の推進 ①
教育委員会と市長部局との連携を強化し、総合的な放
課後対策に取組みます。 B129 6 子ども・若者の居場所づくり 1

学校施設等を活用した安全・
安心な居場所の確保
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資料１（別紙４）

144 7
ひとり親家庭の自立支援の推
進

4
養育費の確保及び面会交流に
関する取決めの促進

１ 適切な相談対応の実施 ①
子どものための養育費及び面会交流等について、弁護
士による無料相談を実施します。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B 子どものための養育費及び面会交流等について、弁護
士による無料相談を実施した。

養育相談： 各区3回、全18回実施
定員： 各回3名　応募者数： 78名　相談者数： 47
名

192
弁護士による養育費
相談

145 7
ひとり親家庭の自立支援の推
進

5 経済的支援策 １ 貸付金による支援の推進 ①
母子及び父子家庭等の方の経済的自立を支援するた
め、子どもの就学資金等の貸付を行います。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B
母子及び父子家庭等の方の経済的自立を支援するた
め、就学支度資金や修学資金等6種類の貸付を行っ
た。

貸付件数： 266件　貸付金額： 195812千円 193
母子・父子・寡婦福
祉資金貸付

146 7
ひとり親家庭の自立支援の推
進

5 経済的支援策 ２ 経済的負担の軽減 ① 児童扶養手当制度の給付事務を適正に行います。 こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B 母子及び父子家庭等に対して児童扶養手当給付を実施
した。

延べ支給人数　66,814人
支給額　　　　2,703,460,910円

194
児童扶養手当の適正
な給付

147 7
ひとり親家庭の自立支援の推
進

5 経済的支援策 ２ 経済的負担の軽減 ②
母子及び父子家庭等に対する医療費助成を実施するほ
か、関係団体と協議しながら、現物給付化を実施し、
受給者の利便性の向上を図ります。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 拡充 別紙3に記載 195
母子・父子家庭等医
療費助成

148 7
ひとり親家庭の自立支援の推
進

5 経済的支援策 ２ 経済的負担の軽減 ③
未婚のシングルマザー・ファザーに寡婦（夫）控除を
みなし適用し、保育料・子どもルーム利用料等の軽減
を図ります。

こども未来局 こども未来部
健全育成課
幼保運営課 B

未婚のシングルマザー・ファザーに寡婦（夫）控除を
みなし適用し、保育料・子どもルーム利用料の軽減を
行った。

令和2年度実績　2件（子どもルーム）
令和2年度実績　4件（保育）

196
保育所・子どもルー
ム利用料等負担軽減
（みなし寡婦控除）

149 7
ひとり親家庭の自立支援の推
進

5 経済的支援策 ３ 子どもへの貧困の連鎖の防止 ①
経済的に特に困窮しているひとり親家庭の児童に対し
て、クーポン券を提供し、学習塾や習い事等に必要な
費用の一部を助成します。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課
見直
し

別紙3に記載 197
学校外教育バウ
チャー

150 8 児童虐待防止対策の充実 1
暴力によらない子育てや児童
虐待防止への協力を広く周
知・啓発

1
市民への周知・啓発活動の実
施

①
社会全体で児童虐待を防止するため、防止への協力に
ついて、広く市民に対し、周知・啓発を行います。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B 社会全体で児童虐待を防止するため、防止への協力に
ついて、広く市民に対し、周知・啓発を実施した。

・鉄道各社の駅にポスター掲出
（JR18駅、京成2駅、モノレール18駅）
・ＢａｙＦＭでＣＭ放送
・市政だよりに特集記事掲載

198
オレンジリボンキャ
ンペーン

151 8 児童虐待防止対策の充実 1
暴力によらない子育てや児童
虐待防止への協力を広く周
知・啓発

1
市民への周知・啓発活動の実
施

②

暴力によらない子育ての実践について、先進的な心理
教育プログラム等を調査・研究するとともに、プログ
ラム指導者を養成する等、広く市民に対し、周知・啓
発を行います。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 A
コモンセンス・ペアレンティングプログラムに関する
講座を幼児版・学齢児版とに分け2日間、オンライン
開催。

参加者
〈幼児版〉2/24（水） 33名
〈学齢児版〉3/3（水）35名

199
児童虐待防止に向け
た民間プログラムの
実施

200

養成指導者によ
る心理教育プロ
グラムの市民向
け講座実施

201
暴力によらな
い子育ての周
知・啓発

202

DV被害者・
児童への心理
教育プログラ
ム事業

152 8 児童虐待防止対策の充実 2
発生予防から適切な保護、必
要な援助に至るまでの施策の
充実・組織の体制強化

1 早期対応に係る体制の強化 ①
増加する児童虐待通告に対し、児童相談所で、引き続
き、２４時間・３６５日対応していきます。

こども未来局 こども未来部 児童相談所 B 増加する児童虐待通告に対し、児童相談所で、引き続
き、２４時間・３６５日対応しました。

令和2年度　虐待通告対応件数　1,766件（児童相談
所）

203
児童虐待通告受理・
対応（24時間365日
体制）

153 8 児童虐待防止対策の充実 2
発生予防から適切な保護、必
要な援助に至るまでの施策の
充実・組織の体制強化

1 早期対応に係る体制の強化 ②
保健福祉センターにおいても、引き続き、児童虐待相
談に対応していきます。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B 保健福祉センターにおいても、児童虐待通告に対応し
た。

虐待通告対応件数（区）358件 204
保健福祉センター児
童虐待通告受理・対
応

154 8 児童虐待防止対策の充実 2
発生予防から適切な保護、必
要な援助に至るまでの施策の
充実・組織の体制強化

2
発生予防・早期発見に関する
施策の充実

①
母子健康手帳交付時の面接や乳児家庭全戸訪問事業、
乳幼児健康診査等を通して、子育てに不安を抱えてい
る家庭の把握に努め、必要に応じた支援に繋げます。

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課 B

母子健康包括支援相談員による母子健康手帳交付時の
面接や乳児家庭全戸訪問事業、乳幼児健康診査等を通
して、子育てに不安を抱えている家庭の把握に努め、
必要に応じた支援に繋げた。

・母子健康手帳交付件数　　　　　6,373件
・４か月児健康診査受診者　　　　5,839人
・１歳６か月児健康診査受診者　　6,413人
・３歳児健康診査受診者　　　　　6,644人

再掲
（105）

母子健康手帳の交
付・面接

再掲
(18)

乳児家庭全戸訪
問事業

205
乳幼児健康診
査

保健福祉局 健康福祉部 健康支援課
子育てに不安や孤立感を抱いている家庭や虐待リスク
のある家庭に対し、各種相談・訪問事業等により、育
児不安や負担感の軽減を図った。

育児ストレス相談開催回数　　194回
再掲
(19)

養育支援訪問事業
再掲

(110）
育児相談 206

育児ストレス
相談

こども未来局 こども未来部
こども家庭支援課

 児童相談所

子育てに不安や孤立感を抱いている家庭や虐待リスク
のある家庭に対し、各種相談事業により、育児不安や
負担感の軽減を図った。

家庭児童相談件数 1,394件
児童家庭支援センター相談件数  9,785件

207
子ども電話相談（児
童相談所）

208 家庭児童相談 209
児童家庭支援
ｾﾝﾀｰ

156 8 児童虐待防止対策の充実 2
発生予防から適切な保護、必
要な援助に至るまでの施策・
組織の体制強化

2
発生予防・早期発見に関する
施策の充実

③
一時的に養育が困難な方の児童の預かりや、子育ての
手助けをするサービスの提供により、育児不安や負担
感の軽減を図ります。

こども未来局 こども未来部
こども家庭支援課

幼保支援課
幼保運営課

B 別紙６に記載
再掲
(15)

子育て短期支援事業
（ショートステイ）

再掲
(16)

子育て短期支援
事業（トワイラ
イトステイ）

再掲
(9)

一時預かり事
業

再掲
(112)

エンゼルヘル
パ－派遣事業

再掲
(10)

ファミリー・
サポート・セ
ンター事業

157 8 児童虐待防止対策の充実 2
発生予防から適切な保護、必
要な援助に至るまでの施策・
組織の体制強化

2
発生予防・早期発見に関する
施策の充実

④
子育て中の親同士が気軽に話ができる交流の場や、相
談・情報提供を行う場を提供することにより、育児不
安や負担軽減を図ります。

こども未来局 こども未来部 幼保支援課 B 別紙６に記載
再掲
(12)

地域子育て支援拠点
事業

158 8 児童虐待防止対策の充実 2
発生予防から適切な保護、必
要な援助に至るまでの施策・
組織の体制強化

2
発生予防・早期発見に関する
施策の充実

⑤

認定こども園、幼稚園、保育園等、小・中・高等学校
における保育士、教職員が、早期発見の視点を持ちな
がら、子ども一人一人をよく観察するとともに、ス
クールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーな
どを活用した、学校における相談体制の充実を図りま
す。

教育委員会 学校教育部 教育支援課 B

児童生徒の臨床心理に関して、専門的な知識・経験を
有するスクールカウンセラーを全市立学校に配置し、
児童生徒等の悩みの解消に当たった。また、教育分野
に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識・
技術を用いて、児童生徒の置かれた様々な環境に働き
かけて支援を行うスクールソーシャルワーカーを配置
し、教育相談体制の整備を行った。

スクールカウンセラーの相談件数　52,379件
スクールソーシャルワーカーの派遣事案数　193件

210 ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ 211 ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

159 8 児童虐待防止対策の充実 2
発生予防から適切な保護、必
要な援助に至るまでの施策・
組織の体制強化

2
発生予防・早期発見に関する
施策の充実

⑥

子育てに悩みを抱える方やこども本人からの相談に対
して、近年、主要なコミュニケーションツールとなっ
ているSNSの活用などにより相談窓口の充実を図りま
す。

こども未来局 こども未来部
こども家庭支援課

児童相談所
新規 別紙3に記載 212

SNSの活用などによ
る相談窓口の充実

160 8 児童虐待防止対策の充実 2
発生予防から適切な保護、必
要な援助に至るまでの施策・
組織の体制強化

2
発生予防・早期発見に関する
施策の充実

⑦

子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、こども等に
関する相談全般から、より専門的な相談対応や必要な
調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務棟
を行う支援拠点を各区に設置します。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 新規 別紙3に記載 213
こども家庭総合支援
拠点事業

161 8 児童虐待防止対策の充実 3
支援の質の向上及び関係機関
の連携強化

１ 職員研修の実施 ①

複雑多様化する児童と家庭の状況に的確に対応するた
め、児童福祉司の法定研修をはじめ、県との合同研修
や任意の各種研修への参加、OJTによる児童相談所職
員の資質向上とあわせ、認定こども園、幼稚園、保育
園等や学校等関係機関の職員に向けた研修を実施し、
支援者の資質向上を図ります。

こども未来局 こども未来部
こども家庭支援課

児童相談所 B

複雑多様化する児童と家庭の状況に的確に対応するた
め、関係機関の職員研修を実施し、支援者の資質向上
を図った。（①虐待対応職員法定研修②主任児童委員
向けの研修③施設職員向けの基幹的職員研修）

複雑多様化する児童と家庭の状況に的確に対応するた
め、児童福祉司の法定研修をはじめ、県との合同研修
や任意の各種研修への参加、OJTによる児童相談所職
員の資質向上とあわせ、認定こども園、幼稚園、保育
園等や学校等関係機関の職員に向けた研修を実施し、
支援者の資質向上を図りました。

②主任児童委員向けの研修　実施せず（コロナ禍のた
め）
③施設職員向けの基幹的職員研修　20名

214 児童虐待防止研修

162 8 児童虐待防止対策の充実 3
支援の質の向上及び関係機関
の連携強化

2 関係機関との連携強化 ①

「要保護児童対策及びＤＶ防止地域協議会」におい
て、虐待を受けている児童、保護者のない児童、特定
妊婦など、支援が必要な児童等について、関係機関が
支援方針と情報を共有し、緊密に連携して対応しま
す。また、ヤングケアラーなど、これまであまり認知
されていなかった課題を抱えた児童等についても、自
動把握に努めるなど、留意して対応します。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B

「要保護児童対策及びＤＶ防止地域協議会」におい
て、要保護児童の情報共有と支援方針の検討を行っ
た。
ヤングケアラーの視点も持ち、検討を行った。

 要対協代表者会議1回（書面開催）、実務者会議18
回、個別ケース検討会議284回実施。

215 要保護児童対策及び
DV防止地域協議会

163 8 児童虐待防止対策の充実 3
支援の質の向上及び関係機関
の連携強化

２ 関係機関との連携強化 ②
情報システムの活用などにより、「要保護児童対策及
びＤＶ防止地域協議会」における専門的・効率的な情
報共有の方法について検討します。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B 検討の結果、児童相談所システム更新とあわせて、令
和４年度中のシステム導入を目指すこととした。

216
要保護児童対策及び
DV防止地域協議会シ
ステム導入

164 8 児童虐待防止対策の充実 3
支援の質の向上及び関係機関
の連携強化

２ 関係機関との連携強化 ③
千葉県警と締結した情報共有協定や千葉県人身安全関
連事案連絡会議の活用などにより、適切な役割分担の
下、児童の安全確認と安全確保を的確に行います。

こども未来局 こども未来部
こども家庭支援課

児童相談所 B
千葉県警と締結した情報共有協定や千葉県人身安全関
連事案連絡会議の活用などにより、適切な役割分担の
下、児童の安全確認と安全確保を的確に行いました。

千葉県人身安全関連事案連絡会議ＤＶ対策分科会年1
回
 要対協実務者会議（年18回）に県警本部少年課、警
察署生活安全課が出席

217
千葉県警との情報共
有

165 8 児童虐待防止対策の充実 4
児童相談所の人員体制強化・
専門性の向上

ー ー ①
既に配置されている弁護士や警察官OB等の専門人材
を活用し、困難なケースに的確に対応していきます。

こども未来局 こども未来部 児童相談所 B 既に配置されている弁護士や警察官OB等の専門人材
を活用し、困難なケースに的確に対応しました。

－ 218
弁護士・警察官OBの
配置

166 8 児童虐待防止対策の充実 4
児童相談所の人員体制強化・
専門性の向上

ー ー ②
児童福祉法施行令改正による児童福祉司の配置標準見
直し（令和4年度まで）に基づき、増員します。

こども未来局 こども未来部 児童相談所 拡充 別紙3に記載 219 児童福祉司の増員

167 8 児童虐待防止対策の充実 4
児童相談所の人員体制強化・
専門性の向上

ー ー ③
児童心理司の配置基準の法定化に基づき、増員しま
す。（令和６年度までに）

こども未来局 こども未来部 児童相談所 拡充 別紙3に記載 220 児童心理司の増員

2
発生予防・早期発見に関する
施策の充実

②
子育てに不安や孤立感を抱いている家庭や虐待リスク
のある家庭に対し、各種相談・訪問事業等により、育
児不安や負担感の軽減を図ります。

B155 8 児童虐待防止対策の充実 2
発生予防から適切な保護、必
要な援助に至るまでの施策の
充実・組織の体制強化



取組内容に対する評価

評価
実施内容
※未実施の場合は、理由及び今後の対策・
方針を記載すること

参考値

①
事業一覧

番号

該当事業

⑦
事業一覧

番号
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資料１（別紙４）

168 8 児童虐待防止対策の充実 5 一時保護体制の充実 ー ー ①

子どもの視点に立って、権利が保障され、一時保護を
必要とする子どもを適切な環境において保護できるよ
う、里親や児童福祉施設への一時保護委託等を活用
し、一時保護所の在所日数を短縮します。

こども未来局 こども未来部 児童相談所 拡充 別紙3に記載 221
一時保護環境の改
善・体制強化

169 8 児童虐待防止対策の充実 5 一時保護体制の充実 ー ー ②
異なる年齢、異なる行動様式のある児童が、健康的か
つ文化的に充実した生活を過ごすことができるよう
に、一時保護所の環境を改善します。

こども未来局 こども未来部 児童相談所 B
異なる年齢、異なる行動様式のある児童が、健康的か
つ文化的に充実した生活を過ごすことができるよう
に、一時保護所の環境改善を図り、幼児の生活スペー
スを増設しました。

定員数　37名→42名 222
一時保護所の環境改
善

170 9 社会的養護体制の充実 1 家庭的養育の推進 1 家庭用育の推進 ①

家庭養育を推進するため、ＮＰＯと協働し、里親のリ
クルートから委託後まで、包括的な支援を行うことに
より、里親の担い手を確保するとともに、ファミリー
ホームを増設します。

こども未来局 こども未来部
こども家庭支援課

児童相談所
拡充 別紙3に記載 223 家庭養育の推進

171 9 社会的養護体制の充実 1 家庭的養護の推進 ２ 小規模グループケアでの養育 ①
社会的養育を要する児童・乳幼児の養育を行う児童養
護施設・乳児院において、家庭的環境である小規模グ
ループケアでの養育を推進します。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 拡充 別紙3に記載 224
小規模グループケア
での養育

172 9 社会的養護体制の充実 1 家庭的養護の推進 ３
児童養護施設等の多機能化・
地域分散化・環境改善

①

「新しい社会的養育ビジョン」、「千葉県社会的養育
推進計画（仮）」と調整を図り、児童養護施設等の多
機能化・地域分散化を検討します。また、よりよい養
育環境を確保するため、施設の環境改善を図ります。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B

児童養護施設等の多機能化・地域分散化のための助成　
２件
施設の環境改善のための助成　10件（新型コロナウ
イルス感染症対策に関するものを含む）

児童養護施設等の多機能化・地域分散化のための助成　
２件
施設の環境改善のための助成　10件（新型コロナウ
イルス感染症対策に関するものを含む）

225
児童養護施設等の多
機能化・地域分散
化・環境改善

173 9 社会的養護体制の充実 1 家庭的養護の推進 ４ 母子生活支援施設での支援 ①
支援が必要な母子を入所させ、保護するとともに、母
子の自立の促進のため、生活を支援し、あわせて退所
者への相談その他の援助を行います。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B 支援が必要な母子について、入所の手続きを行うとと
もに、生活再建のための援助を行った。

令和2年度入所世帯延べ件数：358世帯 226
母子生活支援施設で
の支援

174 9 社会的養護体制の充実 2
専門的なケアの充実、児童の
自立支援

1 専門的ケアの充実 ①
里親等への研修を充実し、個々の児童の養育の質を高
めます。

こども未来局 こども未来部
こども家庭支援課

児童相談所 B
全登録里親を対象とした研修を実施し、里親・児童相
談所・関係機関の連携を強化するための所内研修を実
施した。

全登録里親対象研修　2回
所内研修　1回
※Ｒ３は、月1回開催予定

227 里親等研修の充実

175 9 社会的養護体制の充実 2
専門的なケアの充実、児童の
自立支援

2 児童の自立支援 ①
児童養護施設等を退所予定又は退所後の子どもに対
し、相談支援、生活支援、就業支援等を行うことによ
り、地域生活及び自立を支援します。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 B 千葉県と共同で退所児童等アフターケア事業を実施し
た。

相談支援　１９件 228 自立援助ホーム

176 9 社会的養護体制の充実 2
専門的なケアの充実、児童の
自立支援

2 児童の自立支援 ②

児童養護施設等への入所措置を受けていた者で自立の
ための支援を継続して行うことが適当な場合について
以下の支援を行います。
・現施設での居住継続に必要な支援を原則22歳の年
度末まで行う。
・退所後の児童に対し、自立への支援を行う。

こども未来局 こども未来部
こども家庭支援課

 児童相談所 B 現施設での居住継続に必要な支援を実施した。 生活支援　　１件 229 児童の自立支援

高齢障害部
障害福祉サービス課
障害者自立支援課

〇障害者自立支援課
【発達障害者支援センター運営】
相談支援・発達支援・就労支援員を配置。
・本人・保護者・支援機関からの相談
・保護者・支援者等に対する各種研修
・関係機関への普及啓発　　他

【発達障害等に関する巡回相談員整備事業】
巡回相談員（2名）が市内保育所（園）・幼稚園・認
定こども園等に訪問し、対象児を観察後、施設職員や
保護者等に対し、個別相談を行った。

【かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業】
未実施（新型コロナウイルス感染症の感染状況拡大に
伴い、千葉市医師会と相談のうえ、令和２年度は開催
を見送った。令和３年度以降は再開予定）

〇障害福祉サービス課
【療育センター運営事業】
【大宮学園運営事業】
障害児の早期発見、早期療育の観点から、心身障害の
相談、指導、診断、検査、判定等を行うとともに、障
害に応じた療育訓練を行った。

【桜木園運営事業】
重症心身障害児に、治療と日常生活の指導などのサー
ビスの提供を行なった。

〇障害者自立支援課
【千葉市発達障害者支援センター運営】
・相談支援
　支援者実数：　884人
　延支援件数：3,978人
・各種研修の実施（主催・共催）　2回

【発達障害等に関する巡回相談員整備事業】
　延べ訪問施設数：100か所
　延べ支援者数：178人

【かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業】
未実施

〇障害福祉サービス課
【療育センター運営事業（延利用者数）】
・療育相談所　　　 13,004人
・すぎのこルーム　    2,736人
・やまびこルーム　    2,840人

【大宮学園運営事業（延利用者数）】
・ひまわりルーム　     7,530人
・たけのこルーム　     1,803人

【桜木園運営事業（延利用者数）】
・入所　　　　　　 17,873人
・通所　　　　　　   1,804人

230 療育センター運営事
業

231 大宮学園運営事
業

232 桜木園運営事
業

233
発達障害者支
援センター運
営

234
発達障害等に
関する巡回相
談員整備事業

235

かかりつけ医
等発達障害対
応力向上研修
事業

236 障害児等療育
支援事業

健康部 健康支援課

乳幼児健康診査等を実施し、先天性の疾患、運動機
能、視聴覚等の障害、発達の遅れ等の早期発見・早期
療育を促すとともに、育児不安を持つ保護者に対する
援助を行い、育児支援を図った。

・４か月児健康診査受診者　　　　5,839人
・１歳６か月児健康診査受診者　　6,413人
・３歳児健康診査受診者　　　　　6,644人

再掲
(114)

乳幼児健康診査 237 養育支援訪問事
業

保健福祉局 高齢障害部
障害福祉サービス課
障害者自立支援課

〇障害者自立支援課
【トイライブラリー運営事業】
市内障害者支援機関と事業所２か所にて障害児または
団体に対して、以下を実施。
・おもちゃの貸出
・おもちゃの遊び方等に関する相談
・交流会の実施

〇障害福祉サービス課
【障害児通所支援事業】
障害児に、生活能力の向上のために必要な訓練、集団
生活への適応訓練など専門的な支援を行った。

【障害児等療育支援事業】
障害児（者）施設の有する機能を活用し、地域での生
活支援及び療育、相談体制の充実を図るとともに、各
種福祉サービスの提供、援助調整等を行った。

〇障害者自立支援課
【トイライブラリー運営事業】
・来所利用人数：延78人
・貸出点数：延39点

〇障害福祉サービス課
【障害児通所支援事業（延利用者数）】
・児童発達支援　　　　　14,300 人
・医療型児童発達支援　　　385 人
・放課後等デイサービス 22,574 人
・保育所等訪問支援　　　　 635 人

【障害児等療育支援事業】
実施か所数 計16か所(市内11か所 市外5か所) 
・訪問療育　　261件
・外来療育　　156件
・施設支援　　    6件

238 障害児通所支援事業 242 トイライブラリ
Ü運営事業

教育委員会 学校教育部
学事課

保健体育課
養護教育センター

〇特別支援教育就学奨励費
・障害のある児童生徒の保護者に対し、世帯の経済状
況（所得等）に応じて、学用品費等の支給の援助を
行った。（学事課）
・障害のある児童生徒(小・中学校)の保護者に対し、
世帯の経済状況（所得等）に応じて、給食費等の援助
を行った（保健体育課）
◯スクールメディカル事業（養護教育センター）
　・千葉市内の小中学校及び特別支援学校に在籍する
医療的ケアを必要とする児童生徒に看護師を派遣し
た。
◯特別支援教育介助員事業（養護教育センター）
　・千葉市内の小中学校に在籍する常時介助が必要な
児童生徒に特別支援教育介助員を配置した。

〇特別支援教育就学奨励費　令和2年度受給者数
・小学校　707人　　中学校304人（学事課）
・小学校　414人　中学校　207人（保健体育課）
◯スクールメディカル事業　6校  7名に派遣
◯特別支援教育介助員事業 14校16名に配置

239
徳部悦支援教育就学
奨励費

240
スクールメディ
カルサポート事
業

241
特別支援教育
介助員事業

市民局
生活文化スポー

ツ部
スポーツ振興課

障害者へのスポーツ相談を継続して行ったが、緊急事
態宣言が２度発令され、多くのベントや講座等が中
止、施設の利用が制限されたことから、相談者への紹
介先が減少した。
しかしながら、コロナの影響を踏まえた目標値は概ね
達成したと言える。

相談件数　２４９件
スポーツ活動を行った人数　４９人
継続的にスポーツ活動を行った人数　４３人

243 ちばしパラスポーツ
コンシェルジュ

保健福祉局 高齢障害部 障害者自立支援課

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、身体障害者ス
ポーツ大会・ゆうあいピック共に開催中止。
今後は感染症の拡大状況に注視しつつ、各競技毎に感
染防止対策を図って大会開催に向けての準備を行う。

244
身体障害者スポーツ
大会

245 ゆうあいピック

- - ①

障害児が地域のスポーツ活動に参加するためのつなぎ
役として、コーディネーターが障害の種類・程度に応
じたスポーツの紹介やサークル活動へのマッチングを
行います。また、本人の自立及び社会参加を促進する
ため、スポーツ大会を開催します。

B179 10
障害のある子どもへの支援の

充実
4

障害児のスポーツ活動への参
加促進

- - ①
障害児に対し、療育センターの専門的療育の充実を図
るとともに、児童発達支援などの各種サービスの実施
体制を強化します。

B178 10
障害のある子どもへの支援の

充実
3 障害児支援の充実

Bー ー ①

乳幼児期における障害の早期発見・早期療育のため、
療育センター等での検査・判定機能の充実を図るとと
もに、関連機関との連携により、ペアレントトレーニ
ングなどを通じて、障害児の保護者に対する支援を強
化します。

保健福祉局177 10
障害のある子どもへの支援の

充実
1

障害の早期発見・早期療育の
体制整備
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資料１（別紙４）

180 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

1 支援体制・支援内容の充実 1
子ども・若者支援協議会の開
催及び拡充

①

「子ども・若者支援協議会」（代表者会議・実務者会
議・個別ケース検討会議）を開催し、関係機関等が行
う支援を適切に組み合わせることにより、効果的かつ
円滑な支援を行います。

こども未来局 こども未来部
健全育成課

青少年サポートセンター
拡充 別紙3に記載 246

子ども・若者支援協
議会

181 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

1 支援体制・支援内容の充実 1
子ども・若者支援協議会の開
催及び拡充

②
構成機関を拡充し、必要な情報交換を行うとともに、
支援内容に関する協議を行い、相談者のニーズに応じ
たよりきめ細やかな支援を行います。

こども未来局 こども未来部
健全育成課

青少年サポートセンター
拡充 再掲

再掲
(246)

子ども・若者支援協
議会

182 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

1 支援体制・支援内容の充実 2
子ども・若者総合相談セン
ターの運営及び拡充

①
支援機関の拡充を図るとともに、相談が多い就学・就
労に関する機関・団体との連携を強化します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 C
千葉市子ども・若者支援協議会の所属機関から、特に
日常的に実務に当たる機関を招集し「不登校・ひきこ
もりに関する連携会議」を行い、解決が困難な事案や
機関連携が求められる事案についての共有を行った。

・不登校・ひきこもりに関する連携会議開催回数　７
回
・共有した事案件数　 27件

247
子ども・若者総合相
談センター運営事業

183 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

1 支援体制・支援内容の充実 2
子ども・若者総合相談セン
ターの運営及び拡充

②
電話相談・来所相談だけでなく、訪問相談・同行支援
など相談者のニーズに応じた支援を行います。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 再掲
再掲

(247)
子ども・若者総合相
談センター運営事業

184 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

1 支援体制・支援内容の充実 2
子ども・若者総合相談セン
ターの運営及び拡充

③
相談者のニーズに対し、スムーズな支援を行うことが
できるようにするため、相談員を増員します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 拡充 別紙3に記載 248
子ども・若者総合相
談センター運営事業
(相談員の増員)

185 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

1 支援体制・支援内容の充実 2
子ども・若者総合相談セン
ターの運営及び拡充

④
困難を有する子ども・若者及びその家族が抱える問題
に適切に対応できるようにするため、相談員のスキル
アップを図ります。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 再掲
再掲

(247)
子ども・若者総合相
談センター運営事業

186 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

1 支援体制・支援内容の充実 2
子ども・若者総合相談セン
ターの運営及び拡充

⑤
相談者が受けている支援内容をデータベース化すると
ともに、相談者に対しアンケートを実施し、支援体制
の改善及び支援内容の充実を図ります。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 再掲
再掲

(247)
子ども・若者総合相
談センター運営事業

187 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

1 支援体制・支援内容の充実 2
子ども・若者総合相談セン
ターの運営及び拡充

⑥
電話、来所、訪問相談だけでなく、出張相談やSNSに
よる相談も実施します。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 新規 別紙3に記載 249

子ども・若者総合相
談センター運営事業
(出張相談、SNSによ
る相談)

188 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

2
地域で支える環境づくり及び
立ち直り支援

1
小・中・高校・大学及び地域
への啓発

①

小・中・高校・サポート校や大学に対し、子ども・若
者総合相談事業の啓発を強化し、支援が必要になった
児童・生徒・学生に対して早期に対応できるようにし
ます。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 再掲
再掲

(247)
子ども・若者総合相
談センター運営事業

189 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

2
地域で支える環境づくり及び
立ち直り支援

1
小・中・高校・大学及び地域
への啓発

②

地域の青少年育成団体や福祉団体等に対し、子ども・
若者総合相談事業の啓発を強化し、地域と一体となり
困難を有する子ども・若者及びその家族を支援しま
す。

こども未来局 こども未来部 健全育成課 再掲
再掲

(247)
子ども・若者総合相
談センター運営事業

190 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

2
地域で支える環境づくり及び
立ち直り支援

2
課題を抱えている児童生徒及
び無職少年等に対する立ち直
り支援

①
関係機関・団体等と連携を図りながら、課題を抱えて
いる児童生徒、無職少年等に対し、立ち直りに向けて
の支援を行います。

こども未来局 こども未来部 青少年サポートセンター B 青少年サポートセンター５分室にて青少年サポート事
業を実施した。

サポート事業対象者１１名に対し、延べ1,436回の実
施

250 青少年サポート事業

こども未来局 こども未来部 健全育成課 再掲
再掲

(132)
青少年育成委員会活
動事業

再掲
(133)

青少年相談員活
動事業

保健福祉局 高齢障害部 精神保健福祉課
ひきこもり地域支援センターを運営した。

・延相談件数4,133件（242日開所） 251
ひきこもり地域支援
センターの設置・運
営

教育委員会 学校教育部
教育センター
教育支援課

児童生徒の臨床心理に関して、専門的な知識・経験を
有するスクールカウンセラーを全市立学校に配置し、
児童生徒等の悩みの解消に当たった。また、教育分野
に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識・
技術を用いて、児童生徒の置かれた様々な環境に働き
かけて支援を行うスクールソーシャルワーカーを配置
し、教育相談体制の整備を行った。
 （教育支援課）
①適応指導教室
市内６ヶ所の適応指導教室に各４名の指導員を配置
し、児童生徒の不安や悩みを解消し、学校生活への復
帰に向けた段階的な支援を行った。
②家庭訪問相談員派遣
家庭に引きこもりがちな児童生徒への対応として１２
名の指導員を派遣した。様々な不登校の状況に応じ
て、相談や学習支援、ゲームで遊ぶ等の支援を行っ
た。　(教育センター）

スクールカウンセラーの相談件数　52,379件
スクールソーシャルワーカーの派遣事案数　193件　　
　　　適応指導教室入級者数：128名
家庭訪問相談員派遣件数：66件
家庭訪問相談員のべ派遣回数：1329回

252 適応指導教室 253 家庭訪問相談員
再掲

(210)
スクールカウ
ンセラー

再掲
(211)

スクールソー
シャルワー
カー

こども未来局 こども未来部 健全育成課 再掲
再掲

(247)
子ども・若者総合相
談センター運営事業

保健福祉局 高齢障害部 精神保健福祉課 B ・ひきこもり地域支援センターを運営した。
・ひきこもり家族セミナーを開催した。

・延相談件数4,133件（242日開所）
・延参加者数25人（４回開催）

再掲
(251)

ひきこもり地域支援
センターの設置・運
営

254
ひきこもり家族
セミナ－

193 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

2
地域で支える環境づくり及び
立ち直り支援

3
ニート・ひきこもり・不登校
にある子ども・若者及びその
家族に対する支援

③

複合的な課題を抱える生活困窮家庭等の子どもの生活
習慣や生活環境の改善、学習や進学相談等の支援、関
係機関との連携など包括的な支援を行うこどもナビ
ゲーターを配置します。

こども未来局 こども未来部 こども家庭支援課 拡充 別紙3に記載 255
子どもナビゲーター
事業

B

192 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関
する支援

2
地域で支える環境づくり及び
立ち直り支援

3
ニート・ひきこもり・不登校
にある子ども・若者及びその
家族に対する支援

②

ニート・ひきこもり・不登校にある子ども・若者を支
える家族に対し、本人との関わり方に関する助言・ア
ドバイスを行うなど、支援機関と連携して支援を行い
ます。

地域で支える環境づくり及び
立ち直り支援

3
ニート・ひきこもり・不登校
にある子ども・若者及びその
家族に対する支援

①
ニート・ひきこもり・不登校にある子ども・若者に対
し社会的自立を促すため、地域の青少年育成団体、福
祉機関等の関係機関が支援を行います。

191 11
社会生活を円滑に営む上で困
難を有する子ども・若者に関

する支援
2



教育・保育の提供
単位：人 単位：人

量の見込み 教育・保育 新制度に 地域型 教育・保育 新制度に 地域型

① 施設 移行しない 保育事業 施設 移行しない 保育事業

幼稚園 幼稚園

教育利用※

保育利用 9,821 10,196 10,196 375

１・２歳 6,457 4,945 937 5,882 ▲ 575

０歳 1,223 1,456 268 1,724 501

29,879 20,280 8,695 1,205 30,180 301

7,990 3,013 4,977 7,990 0

教育利用※ 2,149 342 1,807 2,149 0

保育利用 11,330 10,608 10,608 ▲ 722 10,608 10,608 0

１・２歳 8,938 5,130 1,026 6,156 ▲ 2,782 5,130 1025 6,155 ▲ 1

０歳 1,793 1,514 291 1,805 12 1514 292 1,806 1

32,200 20,607 6,784 1,317 28,708 ▲ 3,492 21,261 6,130 1,317 28,708 0

8,009 3,575 4,434 8,009 0

教育利用※ 2,155 343 1,812 2,155 0

保育利用 11,359 10,871 10,871 ▲ 488 10,875 10,875 4

１・２歳 8,730 5,287 1,220 6,507 ▲ 2,223 5,254 994 6,248 ▲ 259

０歳 1,826 1,570 359 1,929 103 1558 282 1,840 ▲ 89

32,079 21,646 6,246 1,579 29,471 ▲ 2,608 21,963 5,888 1,276 29,127 ▲ 344

7,913 4,027 3,886 7,913 0

教育利用※ 2,130 341 1,789 2,130 0

保育利用 11,231 11,139 11,139 ▲ 92 0 ▲ 11,139

１・２歳 8,600 5,448 1,414 6,862 ▲ 1,738 0 ▲ 6,862

０歳 1,770 1,627 427 2,054 284 0 ▲ 2,054

31,644 22,582 5,675 1,841 30,098 ▲ 1,546 0 0 0 0 ▲ 30,098

7,743 4,598 3,145 7,743 0

教育利用※ 2,084 334 1,750 2,084 0

保育利用 11,006 11,396 11,396 390 0 ▲ 11,396

１・２歳 8,564 5,602 1,622 7,224 ▲ 1,340 0 ▲ 7,224

０歳 1,755 1,682 500 2,182 427 0 ▲ 2,182

31,152 23,612 4,895 2,122 30,629 ▲ 523 0 0 0 0 ▲ 30,629

7,631 4,939 2,692 7,631 0

教育利用※ 2,054 366 1,750 2,116 62

保育利用 10,849 11,592 11,592 743 0 ▲ 11,592

１・２歳 8,394 5,720 1,756 7,476 ▲ 918※ 0 ▲ 7,476

０歳 1,721 1,726 547 2,273 552 0 ▲ 2,273

30,649 24,343 4,442 2,303 31,088 439 0 0 0 0 ▲ 31,088

１・２歳 １・２歳

０歳 ０歳

※「1・2歳」の令和6年度の量の見込みと確保方策の差については、定員弾力化により、対応する。

保育利用率の目標値
62.40%

26.60%

▲ 9,747

※2号認定の教育利用は、「保育の必要性の認定（新2号）を受け、一時預かり（預かり保育）等を利用しながら認定こども園、幼稚園を利用する子ども」を
いう。

令
和
6
年
度

１号
0

２号

20,964 21,341
３号

計

２号

21,325 20,802
３号

計

0 ▲ 9,827

令
和
5
年
度

１号

▲ 10,043

令
和
4
年
度

１号
0

２号

21,601 20,055
３号

計

令
和
3
年
度

１号
4276 5,888

0

・2園（幼稚園型2）
　1号　233人分
　2号　35人分
　3号　12人分(0)
※()内は、小規模保育事業から移行
した場合の増加数ベース

①保育所　2園
　2号　42人分
　3号　37人分

①教育・保育施設
・保育所新設　6園
　2号　127人分
　3号　92人分
・小規模保育事業から保育
所移行　4園
　2号　84人分
　3号　▲2人分
②地域型保育事業
・小規模保育事業新設　1園
　3号　19人分
・居宅訪問型保育事業新設
　2園　3号　3人分

２号

21,915 19,307
３号

計

10,164 0

・2園（幼稚園型2）
　1号　120人分
　2号　20人分

なし

①保育所定員増　4園
　２号　24人分
　3号　17人分

②認定こども園定員増　5園
　2号　47人分
　3号　11人分

1園　27人分

①保育所定員増　3園
　２号　２０人分
　3号　９人分

②認定こども園定員増　7園
　2号　72人分
　3号　8人分
　
③家庭的保育事業定員増　2
園
　3号　2人分

1園　12人分

①教育・保育施設
・保育所新設　10園
　2号　272人分
　3号　203人分
・認定こども園新設　１園
　１号　５人分

②地域型保育事業
・小規模保育事業新設　7園
　3号　117人分

令
和
2
年
度

計

令
和
元
年
度
（

実
績
）

１号
12,378 3,683 8,695 12,378

見込みと実績の
差

【確保方策】
④-②

私立幼稚園の認定こども園
への移行状況

１号
4009 6,130 10,139

２号

22,061 18,569
３号

0

２号

17,501 17,802
３号

計

保育利用計

既存保育所の定員変更・分
園設置の状況

事業所内保育事業における
「地域枠」の設定状況

その他

計画策定当初の見込み
実施状況 確保内容

年度 認定区分

確保方策
量と見込み

との差
②-①

保育利用
計

計② 計④
認可外保育施設の認可化の

状況

資料１（別紙５）



地域子ども・子育て支援事業の提供

①放課後児童クラブ（子どもルーム）＜健全育成課＞ こどもプランP.70 単位：人

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

1,833 1,928 2,028 2,125 2,221

2,057 1,660 ▲ 397 2,167 ▲ 2,167 2,167 ▲ 2,167 2,227 ▲ 2,227 2,227 ▲ 2,227

224 239 139 102 6

482 486 501 526 553

405 397 ▲ 8 545 ▲ 545 677 ▲ 677 697 ▲ 697 697 ▲ 697

▲ 77 59 176 171 144

1,563 1,671 1,793 1,872 1,970

1,691 1,348 ▲ 343 1,900 ▲ 1,900 1,934 ▲ 1,934 1,980 ▲ 1,980 1,980 ▲ 1,980

128 229 141 108 10

368 385 399 437 463

341 306 ▲ 35 401 ▲ 401 401 ▲ 401 441 ▲ 441 441 ▲ 441

▲ 27 16 2 4 ▲ 22

1,491 1,534 1,598 1,641 1,678

1,676 1,392 ▲ 284 1,716 ▲ 1,716 1,756 ▲ 1,756 1,756 ▲ 1,756 1,756 ▲ 1,756

185 182 158 115 78

376 393 385 404 420

378 304 ▲ 74 398 ▲ 398 398 ▲ 398 398 ▲ 398 398 ▲ 398

2 5 13 ▲ 6 ▲ 22

1,154 1,243 1,315 1,377 1,439

1,168 1,071 ▲ 97 1,291 ▲ 1,291 1,331 ▲ 1,331 1,471 ▲ 1,471 1,471 ▲ 1,471

14 48 16 94 32

253 269 296 318 337

233 217 ▲ 16 313 ▲ 313 313 ▲ 313 313 ▲ 313 313 ▲ 313

▲ 20 44 17 ▲ 5 ▲ 24

1,481 1,533 1,560 1,567 1,573

1,567 1,353 ▲ 214 1,627 ▲ 1,627 1,627 ▲ 1,627 1,627 ▲ 1,627 1,627 ▲ 1,627

86 94 67 60 54

382 362 386 399 403

345 316 ▲ 29 385 ▲ 385 425 ▲ 425 425 ▲ 425 425 ▲ 425

▲ 37 23 39 26 22

1,607 1,706 1,817 1,949 2,004

1,713 1,557 ▲ 156 1,733 ▲ 1,733 1,933 ▲ 1,933 2,053 ▲ 2,053 2,053 ▲ 2,053

106 27 116 104 49

449 456 467 477 528

419 397 ▲ 22 447 ▲ 447 487 ▲ 487 487 ▲ 487 487 ▲ 487

▲ 30 ▲ 9 20 10 ▲ 41

9,129 9,615 10,111 10,531 10,885

9,872 8,381 ▲ 1,491 10,434 0 ▲ 10,434 10,748 0 ▲ 10,748 11,114 0 ▲ 11,114 11,114 0 ▲ 11,114

743 819 637 583 229

2,310 2,351 2,434 2,561 2,704

2,121 1,937 ▲ 184 2,489 0 ▲ 2,489 2,701 0 ▲ 2,701 2,761 0 ▲ 2,761 2,761 0 ▲ 2,761

▲ 189 138 267 200 57

今後の方向性

②-①

高
学
年

低
学
年

高
学
年

②-①

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

実施年度における実施内容

中
央
区

花
見
川
区

稲
毛
区

若
葉
区

緑
区

美
浜
区

全
市

低
学
年

高
学
年

低
学
年

高
学
年

低
学
年

高
学
年

低
学
年

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

確保方策②

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

子どもルームの適正配置により、待機児童の解消を目指して
いく。

実施年度における課題
子どもルームの需要が高まっているが、施設整備が追い付か
ないことと、指導員の不足により待機児童が増加傾向にあ
る。

②-①

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

確保方策②

実施年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

確保方策②

②-①

量の見込み①

高
学
年

低
学
年

高
学
年

低
学
年

確保方策②

・子どもルーム10か所新設
　施設数166か所（低学年129か所、高学年37か所）
・社会福祉協議会以外の民間事業者への委託を実施
　（10か所　累計24か所）

確保方策②

②-①

量の見込み①

確保方策②

②-①

資料１（別紙６）

19



地域子ども・子育て支援事業の提供 資料１（別紙６）

②延長保育事業 ＜幼保運営課＞ こどもプランP.71 単位：人

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

2,686 2,703 2,656 2,603 2,577

2,686 1,592 ▲ 1,094 2,703 ▲ 2,703 2,656 ▲ 2,656 2,603 ▲ 2,603 2,577 ▲ 2,577

0 0 0 0 0

1,573 1,562 1,519 1,481 1,456

1,573 925 ▲ 648 1,562 ▲ 1,562 1,519 ▲ 1,519 1,481 ▲ 1,481 1,456 ▲ 1,456

0 0 0 0 0

1,582 1,550 1,530 1,499 1,463

1,582 928 ▲ 654 1,550 ▲ 1,550 1,530 ▲ 1,530 1,499 ▲ 1,499 1,463 ▲ 1,463

0 0 0 0 0

1,231 1,203 1,180 1,156 1,135

1,231 650 ▲ 581 1,203 ▲ 1,203 1,180 ▲ 1,180 1,156 ▲ 1,156 1,135 ▲ 1,135

0 0 0 0 0

1,392 1,362 1,352 1,346 1,344

1,392 860 ▲ 532 1,362 ▲ 1,362 1,352 ▲ 1,352 1,346 ▲ 1,346 1,344 ▲ 1,344

0 0 0 0 0

1,380 1,327 1,321 1,297 1,261

1,380 1,123 ▲ 257 1,327 ▲ 1,327 1,321 ▲ 1,321 1,297 ▲ 1,297 1,261 ▲ 1,261

0 0 0 0 0

9,844 9,707 9,558 9,382 9,236

9,844 6,078 ▲ 3,766 9,707 0 ▲ 9,707 9,558 0 ▲ 9,558 9,382 0 ▲ 9,382 9,236 0 ▲ 9,236

0 0 0 0 0

量①

確保方策②

②-①

若
葉
区

緑
区

美
浜
区

実施年度

全
市

量①

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

②-①

実施年度における実施内容

中
央
区

花
見
川
区

稲
毛
区

今後の方向性

・本事業の供給は、ほぼ全園で事業を実施しているため、基
本的には、現状で充足していると考えられる。
・今後開園する認定こども園、保育園等においても、原則と
して事業を実施し、量の見込みに対応した事業量を供給して
いく。

実施年度における課題 量の見込みに対応した事業量の維持

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

認定こども園、保育園等において、保育認定を受けた子ども
に対し通常の利用時間以外の時間に保育を実施する。
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地域子ども・子育て支援事業の提供 資料１（別紙６）

③-１　一時預かり事業（幼稚園型）及び幼稚園預かり保育＜幼保支援課＞こどもプランP.72 単位：延べ利用人数／年

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

15,172 15,728 15,829 15,636 15,197

123,697 128,226 129,051 127,474 123,900

138,869 143,954 144,880 143,110 139,097

138,869 35,225 ▲ 103,644 143,954 ▲ 143,954 144,880 ▲ 144,880 143,110 ▲ 143,110 139,097 ▲ 139,097

0 0 0 0 0

14,386 14,690 14,403 13,883 13,614

85,782 87,597 85,888 82,785 81,179

100,168 102,287 100,291 96,668 94,793

100,168 44,415 ▲ 55,753 102,287 ▲ 102,287 100,291 ▲ 100,291 96,668 ▲ 96,668 94,793 ▲ 94,793

0 0 0 0 0

8,679 8,545 8,406 8,167 7,990

97,727 96,219 94,644 91,961 89,968

106,406 104,764 103,050 100,128 97,958

106,406 43,101 ▲ 63,305 104,764 ▲ 104,764 103,050 ▲ 103,050 100,128 ▲ 100,128 97,958 ▲ 97,958

0 0 0 0 0

12,035 11,848 11,553 11,114 10,974

70,184 69,098 67,376 64,814 63,997

82,219 80,946 78,929 75,928 74,971

82,219 59,824 ▲ 22,395 80,946 ▲ 80,946 78,929 ▲ 78,929 75,928 ▲ 75,928 74,971 ▲ 74,971

0 0 0 0 0

16,641 16,322 16,077 15,644 15,676

79,201 77,685 76,515 74,454 74,610

95,842 94,007 92,592 90,098 90,286

95,842 43,899 ▲ 51,943 94,007 ▲ 94,007 92,592 ▲ 92,592 90,098 ▲ 90,098 90,286 ▲ 90,286

0 0 0 0 0

10,311 9,758 9,577 9,246 9,125

64,236 60,789 59,661 57,601 56,843

74,547 70,547 69,238 66,847 65,968

74,547 47,397 ▲ 27,150 70,547 ▲ 70,547 69,238 ▲ 69,238 66,847 ▲ 66,847 65,968 ▲ 65,968

0 0 0 0 0

77,224 76,891 75,845 73,690 72,576

520,827 519,614 513,135 499,089 490,497

598,051 596,505 588,980 572,779 563,073

598,051 273,861 ▲ 324,190 596,505 0 ▲ 596,505 588,980 0 ▲ 588,980 572,779 0 ▲ 572,779 563,073 0 ▲ 563,073

0 0 0 0 0

令和5年度

確保方策②

②-①

量①

不定期利用

定期利用

計①

確保方策②

②-①

量①

不定期利用

定期利用

計①

確保方策②

②-①

計①

確保方策②

②-①

量①

不定期利用

定期利用

計①

定期利用

計①

確保方策②

②-①

量①

不定期利用

定期利用

計①

今後の方向性
引き続き利用したい保護者が利用できるように、実施園に対
してコロナ禍での注意店の周知や預かり保育に係る補助金等
を活用していく

実施年度における課題
新型コロナウイルス感染症対策として、保護者は預かり保育
の利用控え、幼稚園は預かり保育の中止や1日の利用人数の
制限をしたため、実績が大幅に減った。

確保方策②

②-①

量①

不定期利用

定期利用

実施年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

中
央
区

花
見
川
区

稲
毛
区

若
葉
区

緑
区

美
浜
区

全
市

量①

不定期利用

定期利用

計①

確保方策②

②-①

量①

不定期利用

令和6年度

幼稚園において一時預かりまたは預かり保育を実施実施年度における実施内容
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地域子ども・子育て支援事業の提供 資料１（別紙６）

③－２　一時預かり事業（幼稚園型以外）＜幼保運営課＞ こどもプランP.73 単位：延べ利用人数／年

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

不定期利用 10,694 10,239 9,980 9,804 9,885

定期利用 15,406 15,424 15,214 14,946 14,797

計① 26,100 25,663 25,194 24,750 24,682

21,829 7,579 ▲ 14,250 22,543 ▲ 22,543 23,257 ▲ 23,257 23,971 ▲ 23,971 24,685 ▲ 24,685

▲ 4,271 ▲ 3,120 ▲ 1,937 ▲ 779 3

不定期利用 5,861 5,650 5,468 5,378 5,335

定期利用 11,202 11,114 10,819 10,540 10,384

計① 17,063 16,764 16,287 15,918 15,719

6,539 1,911 ▲ 4,628 8,835 ▲ 8,835 11,131 ▲ 11,131 13,427 ▲ 13,427 15,723 ▲ 15,723

▲ 10,524 ▲ 7,929 ▲ 5,156 ▲ 2,491 4

不定期利用 5,898 5,913 5,823 5,723 5,561

定期利用 11,235 11,083 10,927 10,693 10,432

計① 17,133 16,996 16,750 16,416 15,993

10,272 6,394 ▲ 3,878 11,703 ▲ 11,703 13,134 ▲ 13,134 14,565 ▲ 14,565 15,996 ▲ 15,996

▲ 6,861 ▲ 5,293 ▲ 3,616 ▲ 1,851 3

不定期利用 3,231 3,208 3,150 3,119 3,045

定期利用 8,920 8,765 8,589 8,398 8,244

計① 12,151 11,973 11,739 11,517 11,289

7,075 2,186 ▲ 4,889 8,130 ▲ 8,130 9,185 ▲ 9,185 10,240 ▲ 10,240 11,295 ▲ 11,295

▲ 5,076 ▲ 3,843 ▲ 2,554 ▲ 1,277 6

不定期利用 4,729 4,741 4,721 4,743 4,724

定期利用 9,562 9,411 9,333 9,256 9,246

計① 14,291 14,152 14,054 13,999 13,970

10,396 5,067 ▲ 5,329 11,291 ▲ 11,291 12,186 ▲ 12,186 13,081 ▲ 13,081 13,976 ▲ 13,976

▲ 3,895 ▲ 2,861 ▲ 1,868 ▲ 918 6

不定期利用 4,747 4,934 4,895 4,816 4,598

定期利用 9,000 8,788 8,715 8,529 8,283

計① 13,747 13,722 13,610 13,345 12,881

8,708 4,899 ▲ 3,809 9,752 ▲ 9,752 10,796 ▲ 10,796 11,840 ▲ 11,840 12,884 ▲ 12,884

▲ 5,039 ▲ 3,970 ▲ 2,814 ▲ 1,505 3

不定期利用 35,160 34,685 34,037 33,583 33,148

定期利用 65,325 64,585 63,597 62,362 61,386

計① 100,485 99,270 97,634 95,945 94,534

64,819 28,036 ▲ 36,783 72,254 0 ▲ 72,254 79,689 0 ▲ 79,689 87,124 0 ▲ 87,124 94,559 0 ▲ 94,559

▲ 35,666 ▲ 27,016 ▲ 17,945 ▲ 8,821 25②-①

今後の方向性

実施年度における課題

・ニーズ調査により約95,000人のニーズがあることから、
引き続き実施園の拡充に努める。
・休止園の事業再開について、適時状況を確認しながら、促
していく。

保育士確保が困難であることや事務的な負担を理由に休止し
ている園が21園ある。

実施年度における実施内容

中
央
区

花
見
川
区

実施年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった児童
に対して、一時的に預かり、必要な保育を行う。

稲
毛
区

若
葉
区

量の見込み

量の見込み

量の見込み

全
市

量の見込み

量の見込み

量の見込み

量の見込み

緑
区

確保方策②

②-①

確保方策②

②-①

確保方策②

②-①

確保方策②

②-①

確保方策②

②-①

確保方策②

②-①

確保方策②

美
浜
区
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地域子ども・子育て支援事業の提供 資料１（別紙６）

④　ファミリー・サポート・センター事業 ＜幼保支援課＞ こどもプランP.74 単位：延べ利用人数／年

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

6,216 6,134 6,040 5,948 5,860

7,224 7,124 7,033 6,973 6,921

13,440 13,258 13,073 12,921 12,781

9,022 5,202 ▲ 3,820 9,972 ▲ 9,972 10,922 ▲ 10,922 11,872 ▲ 11,872 12,822 ▲ 12,822

▲ 4,418 ▲ 3,286 ▲ 2,151 ▲ 1,049 41

⑤病児保育事業 ＜幼保支援課＞こどもプラン P.74 単位：延べ利用人数／年

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

3,443 3,444 3,397 3,337 3,305

3,146 521 ▲ 2,625 3,718 ▲ 3,718 3,718 ▲ 3,718 3,718 ▲ 3,718 3,718 ▲ 3,718

▲ 297 274 321 381 413

2,306 2,287 2,226 2,169 2,137

858 112 ▲ 746 1,716 ▲ 1,716 1,716 ▲ 1,716 1,716 ▲ 1,716 2,288 ▲ 2,288

▲ 1,448 ▲ 571 ▲ 510 ▲ 453 151

2,363 2,332 2,299 2,250 2,195

2,002 228 ▲ 1,774 2,002 ▲ 2,002 2,002 ▲ 2,002 2,002 ▲ 2,002 2,002 ▲ 2,002

▲ 361 ▲ 330 ▲ 297 ▲ 248 ▲ 193

1,924 1,891 1,853 1,812 1,779

572 332 ▲ 240 572 ▲ 572 572 ▲ 572 1,716 ▲ 1,716 1,716 ▲ 1,716

▲ 1,352 ▲ 1,319 ▲ 1,281 ▲ 96 ▲ 63

2,007 1,976 1,959 1,944 1,941

1,716 395 ▲ 1,321 1,716 ▲ 1,716 1,716 ▲ 1,716 1,716 ▲ 1,716 1,716 ▲ 1,716

▲ 291 ▲ 260 ▲ 243 ▲ 228 ▲ 225

1,948 1,904 1,888 1,848 1,794

1,144 207 ▲ 937 1,144 ▲ 1,144 1,716 ▲ 1,716 1,716 ▲ 1,716 1,716 ▲ 1,716

▲ 804 ▲ 760 ▲ 172 ▲ 132 ▲ 78

13,991 13,834 13,622 13,360 13,151

9,438 1,795 ▲ 7,643 10,868 0 ▲ 10,868 11,440 0 ▲ 11,440 12,584 0 ▲ 12,584 13,156 0 ▲ 13,156

▲ 4,553 ▲ 2,966 ▲ 2,182 ▲ 776 5

確保方策②

②-①

今後の方向性

実施年度における課題

稲
毛
区

若
葉
区

緑
区

美
浜
区

全
市

②-①

確保方策②

量の見込み①

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

確保方策②

②-①

量の見込み①

実施年度における実施内容

量の見込み

未就学児

就学児

計①

確保方策②

実施年度

現在の利用人数減少の局面では、新たな施設の開設は困難で
あるが、新型コロナウイルスの感染状況と利用者数の回復状
況を見極めながら、新規開設についても慎重に検討してい
く。

新型コロナウイルスの影響により、利用者数が大幅に減って
おり、前年度の6,678人に比べ3割程度にまで減少してい
る。
新型コロナウイルスの感染拡大前は、利用したくても利用で
きないお断り人数が高水準で、ニーズを満たしきれない状況
であったため、潜在的なニーズは高いと考えられる。

実施年度における実施内容

中
央
区

花
見
川
区

今後の方向性
感染拡大の終息状況により、再びニーズが増加することが見
込まれるため、引き続き提供会員の確保を図るべく積極的に
周知を行っていく。

実施年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

令和2年9月に１施設（花見川区、定員4名）を整備し、令和
3年4月から10施設、定員62名で実施している。

実施年度における課題
新型コロナウイルス感染症の影響により、保育園等への送り
迎えや預かりなどの活動依頼が減っており、活動件数は前年
度の7,958件に比べて65％程度に減少したた。

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員と
して、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当
該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する調
整等を行った。

②-①

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

23



地域子ども・子育て支援事業の提供 資料１（別紙６）

⑥　地域子育て支援拠点事業 ＜幼保支援課＞ こどもプランP.75

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

47,281 44,808 43,393 42,493 43,024

4 4 0 4 ▲ 4 4 ▲ 4 4 ▲ 4 4 4 0

17,789 17,111 16,542 16,297 16,158

3 3 0 3 ▲ 3 3 ▲ 3 3 ▲ 3 3 3 0

21,292 21,336 21,009 20,647 20,015

3 3 0 3 ▲ 3 3 ▲ 3 3 ▲ 3 3 3 0

19,964 19,747 19,416 19,266 18,803

3 3 0 3 ▲ 3 3 ▲ 3 3 ▲ 3 3 3 0

22,274 22,236 22,178 22,373 22,276

4 4 0 4 ▲ 4 4 ▲ 4 4 ▲ 4 4 4 0

17,490 18,012 17,959 17,751 16,942

3 3 0 3 ▲ 3 3 ▲ 3 3 ▲ 3 3 3 0

146,090 143,250 140,497 138,827 137,218

20 20 0 20 0 ▲ 20 20 0 ▲ 20 20 0 ▲ 20 20 20 0

実施年度における実施内容

中
央
区

花
見
川
区

稲
毛
区

若
葉
区

緑
区

確保方策②

量の見込み①

量の見込み①

確保方策②

量の見込み①

確保方策②

量の見込み①

確保方策②

量の見込み①

確保方策②

実施年度

今後の方向性

新型コロナウイルスの感染状況を見ながら、地域の子育て支
援機能を有する保育所等との連携強化や父親の利用を促進す
る環境整備など、保護者のニーズ応じた方策を検討してい
く。

実施年度における課題

近年、就学前児童数の減少及び保育所等の入所児童の増加に
より、利用者が緩やかに減少する傾向にあったが、令和2年
度は新型コロナウイルスの影響により前年度の224,243人
に比べ5割程度の106,243人に減少した。

量の見込み①

確保方策②

量の見込み①

確保方策②

引き続き20施設で運営を行った。
（子育て支援館：1か所、子育てリラックス館：12か所、地
域子育て支援センター：7か所）

美
浜
区

全
市

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

　　　　　　単位：量の見込み　…　延べ利用人数／年
　　　　　　　　　確保方策　　…　か所
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地域子ども・子育て支援事業の提供 資料１（別紙６）

⑦-1　利用者支援事業（子育て支援コンシェルジュ） ＜幼保支援課＞ こどもプランP.76 単位：か所

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

2 2 2 2 2

1 1 0 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2

▲ 1 0 0 0 0

2 2 2 2 2

1 1 0 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2

▲ 1 0 0 0 0

2 2 2 2 2

2 2 0 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2

0 0 0 0 0

2 2 2 2 2

1 1 0 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2

▲ 1 0 0 0 0

2 2 2 2 2

1 1 0 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2

▲ 1 0 0 0 0

2 2 2 2 2

1 1 0 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2 2 ▲ 2

▲ 1 0 0 0 0

12 12 12 12 12

7 7 0 12 0 ▲ 12 12 0 ▲ 12 12 0 ▲ 12 12 0 ▲ 12

▲ 5 0 0 0 0

確保方策②

②-①

稲
毛
区

若
葉
区

緑
区

美
浜
区

全
市

量①

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

今後の方向性

実施年度における課題

②-①

量①

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

②-①

量①

令和6年度

引き続き稲毛区2名、他区1名の計7名体制で実施。

令和元年度に2人体制とした稲毛区の効果を検証し、他区の
増員の必要性を検討していく。

相談人数は前年度の8,642人から8,802人と増加したが、新
型コロナウイルスの影響により、出張相談が前年度1,342人
から120人と大幅に減っている。

実施年度における実施内容

中
央
区

花
見
川
区

実施年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
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地域子ども・子育て支援事業の提供 資料１（別紙６）

⑦-2　利用者支援事業（母子健康包括支援センター） ＜健康支援課＞ こどもプランP.77 単位：面接数：人

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

2,002 1,965 1,928 1,886 1,848

2,002 1,917 ▲ 85 1,965 ▲ 1,965 1,928 ▲ 1,928 1,886 ▲ 1,886 1,848 ▲ 1,848

0 0 0 0 0

1,387 1,361 1,335 1,305 1,279

1,387 1,289 ▲ 98 1,361 ▲ 1,361 1,335 ▲ 1,335 1,305 ▲ 1,305 1,279 ▲ 1,279

0 0 0 0 0

1,223 1,200 1,177 1,151 1,128

1,223 1,211 ▲ 12 1,200 ▲ 1,200 1,177 ▲ 1,177 1,151 ▲ 1,151 1,128 ▲ 1,128

0 0 0 0 0

1,021 1,002 983 962 943

1,021 962 ▲ 59 1,002 ▲ 1,002 983 ▲ 983 962 ▲ 962 943 ▲ 943

0 0 0 0 0

1,142 1,120 1,099 1,075 1,053

1,142 1,061 ▲ 81 1,120 ▲ 1,120 1,099 ▲ 1,099 1,075 ▲ 1,075 1,053 ▲ 1,053

0 0 0 0 0

935 917 899 879 861

935 924 ▲ 11 917 ▲ 917 899 ▲ 899 879 ▲ 879 861 ▲ 861

0 0 0 0 0

7,710 7,565 7,421 7,258 7,112

7,710 7,364 ▲ 346 7,565 0 ▲ 7,565 7,421 0 ▲ 7,421 7,258 0 ▲ 7,258 7,112 0 ▲ 7,112

0 0 0 0 0

今後の方向性 継続実施していく。

全
市

量①

確保方策②

②-①

実施年度における課題

妊娠届出時に全妊婦へ面接を実施した集計より、「妊婦自身
の精神疾患（疑含む）」や「産後の育児協力者なし」で要支
援と判定されている妊婦の割合が増加している。今後も関係
機関と連携を図りながら支援を行っていく必要性があげられ
る。

中
央
区

量①

確保方策②

②-①

量①

実施年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実施年度における実施内容

花
見
川
区

量①

確保方策②

②-①

稲
毛
区

量①

確保方策②

②-①

若
葉
区

確保方策②

②-①

緑
区

量①

確保方策②

②-①

美
浜
区

量①

確保方策②

②-①

令和6年度

妊娠届出時に全妊婦へ保健師又は助産師による面接を実施
し、妊娠・出産・子育ての相談に応じるとともに、保健福祉
サービス等の情報提供を行い、関係機関と連携を図りながら
安心して子育てができるよう包括的な支援を行った。
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⑧-1　子育て短期支援事業（短期入所生活援助事業・ショートステイ） ＜こども家庭支援課＞ こどもプランP.78 単位：延べ利用人数／年

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

1,116 1,102 1,086 1,071 1,059

594 330 ▲ 264 855 ▲ 855 923 ▲ 923 991 ▲ 991 1,059 ▲ 1,059

▲ 522 ▲ 247 ▲ 163 ▲ 80 0

⑧-２　子育て短期支援事業（夜間養護等事業・トワイライトステイ） ＜こども家庭支援課＞ こどもプランP.78 単位：延べ利用人数／年

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

677 668 659 650 643

599 550 ▲ 49 638 ▲ 638 640 ▲ 640 642 ▲ 642 643 ▲ 643

▲ 78 ▲ 30 ▲ 19 ▲ 8 0

⑨　妊婦健康診査 ＜健康支援課＞ こどもプランP.78

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

6,722 6,604 6,485 6,346 6,223

6,722 6,373 ▲ 349 6,604 ▲ 6,604 6,485 ▲ 6,485 6,346 ▲992 6,223 ▲ 6,223

0 0 0 0 0

73,942 72,642 71,332 69,804 68,449

73,942 74,816 874 72,642 ▲ 72,642 71,332 ▲ 71,332 69,804 ▲5,801 68,449 ▲ 68,449

0 0 0 0 0

実施年度における実施内容

全
市

量①

確保方策②

②-①

実施年度における実施内容

実施年度

実施年度における課題

実施年度

実施年度における課題

全
市

量①

確保方策②

②-①

実施年度

今後の方向性 　継続実施していく。

実施年度における課題
　県外医療機関との個別委託契約が年に７００件以上必要で
あり、事務負担が大きくなっている。

　妊娠期の健康管理を行うため、医療機関に委託し妊娠中に
１４回の健康診査を実施した。

実施年度における実施内容

全
市

対象
者数

健診
回数

②-①

確保方策②

量①

量①

確保方策②

②-①

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

今後の方向性
　事業を継続実施するとともに、制度の見直しを実施し、委
託料の支払いを実績から定額へ変更し、課題であった実施施
設の受入の拡大を図る。

　　　　 　　単位：対象者数　…　人
    　　　　　　　   健診回数　…　延べ実施回数／年

　実施施設の受入余力が少なく、見込みよりも受入れが少な
くなっている。

　保護者が、一時的に子どもの養育をすることが困難となっ
た場合、児童福祉施設等（５施設）で一定期間、養育するこ
とにより、児童及びその家庭の福祉の向上を図った。

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

今後の方向性
　事業を継続実施するとともに、制度の見直しを実施し、委
託料の支払いを実績から定額へ変更し、課題であった実施施
設の受入の拡大を図る。

　実施施設の受入余力が少なく、見込みよりも受入れが少な
くなっている。

　保護者が、一時的に子どもの養育をすることが困難となっ
た場合、児童福祉施設等（５施設）で一定期間、養育するこ
とにより、児童及びその家庭の福祉の向上を図った。

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
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⑩　乳児家庭全戸訪問事業 ＜健康支援課＞ こどもプランP.79 単位：人

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

1,589 1,452 1,442 1,439 1,459

1,589 1,473 ▲ 116 1,452 ▲ 1,452 1,442 ▲ 1,442 1,439 ▲ 1,439 1,459 ▲ 1,459

0 0 0 0 0

1,077 1,035 1,009 989 991

1,077 944 ▲ 133 1,035 ▲ 1,035 1,009 ▲ 1,009 989 ▲ 989 991 ▲ 991

0 0 0 0 0

1,034 1,085 1,060 1,036 1,005

1,034 956 ▲ 78 1,085 ▲ 1,085 1,060 ▲ 1,060 1,036 ▲ 1,036 1,005 ▲ 1,005

0 0 0 0 0

816 849 825 806 789

816 783 ▲ 33 849 ▲ 849 825 ▲ 825 806 ▲ 806 789 ▲ 789

0 0 0 0 0

855 900 889 881 878

855 897 42 900 ▲ 900 889 ▲ 889 881 ▲ 881 878 ▲ 878

0 0 0 0 0

785 899 865 831 792

785 715 ▲ 70 899 ▲ 899 865 ▲ 865 831 ▲ 831 792 ▲ 792

0 0 0 0 0

6,156 6,220 6,090 5,982 5,914

6,156 5,768 ▲ 388 6,220 0 ▲ 6,220 6,090 0 ▲ 6,090 5,982 0 ▲ 5,982 5,914 0 ▲ 5,914

0 0 0 0 0

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

②-①

中
央
区

全
市

量①

確保方策②

②-①

若
葉
区

緑
区

美
浜
区

量①

量①

確保方策②

②-①

実施年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

今後の方向性 　継続実施していく。

実施年度における課題

　夜間訪問も実施し、全数面接を目指しているが、外国籍の
家庭など住民票を日本に残したまま海外で生活している方も
多く、全数面接は難しい。
　居住実態が把握できない児童に関する調査とも合わせて、
全数の状況把握を目指したい。

実施年度における実施内容

花
見
川
区

稲
毛
区

令和5年度 令和6年度

　生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育
て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行った。

確保方策②

②-①

量①

確保方策②

②-①

量①
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⑪-1　養育支援訪問事業 ＜健康支援課＞ こどもプランP.80 単位：人

見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③ 見込み③ 実績④ ④－③

349 347 345 343 341

349 384 35 347 ▲ 347 345 ▲ 345 343 ▲ 343 341 ▲ 341

0 0 0 0 0

263 258 254 249 244

263 210 ▲ 53 258 ▲ 258 254 ▲ 254 249 ▲ 249 244 ▲ 244

0 0 0 0 0

262 260 256 252 248

262 286 24 260 ▲ 260 256 ▲ 256 252 ▲ 252 248 ▲ 248

0 0 0 0 0

217 213 208 204 201

217 221 4 213 ▲ 213 208 ▲ 208 204 ▲ 204 201 ▲ 201

0 0 0 0 0

242 238 234 231 228

242 164 ▲ 78 238 ▲ 238 234 ▲ 234 231 ▲ 231 228 ▲ 228

0 0 0 0 0

230 226 221 216 211

230 181 ▲ 49 226 ▲ 226 221 ▲ 221 216 ▲ 216 211 ▲ 211

0 0 0 0 0

1,563 1,542 1,518 1,495 1,473

1,563 1,446 ▲ 117 1,542 0 ▲ 1,542 1,518 0 ▲ 1,518 1,495 0 ▲ 1,495 1,473 0 ▲ 1,473

0 0 0 0 0

⑪-2　子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 ＜こども家庭支援課＞ こどもプランP.51

花
見
川
区

量①

確保方策②

②-①

稲
毛
区

量①

確保方策②

②-①

若
葉
区

量①

確保方策②

②-①

緑
区

量①

確保方策②

②-①

美
浜
区

量①

確保方策②

②-①

全
市

量①

確保方策②

②-①

実施年度における実施内容

中
央
区

実施年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

②-①

今後の方向性 　継続実施していく。

実施年度における課題
　対象となる家庭が抱える問題が多様かつ複雑になっている
ため、支援にもより高度なスキルと時間を要する状況となっ
ている。

実施年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実施年度における実施内容

令和6年度

　養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、
養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適
切な養育の実施を確保した。

量①

確保方策②

令和5年度

今後の方向性  要対協の会議については同様に実施。

 要対協代表者会議1回（書面開催）、実務者会議18回、個別
ケース検討会議284回実施。
児童相談所システム更新とあわせて、令和４年度中のシステ
ム導入を予定している。

実施年度における課題

要保護児童数、要支援児童数が増加しているため、ケースの
進行管理方法については検討が必要。
システム導入に向けた、児童相談所システムと要対協システ
ムの機能重複箇所の洗い出し
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⑫　実費徴収に係る補足給付を行う事業＜幼保運営課＞ こどもプランP.51

⑬　多様な事業者の参入促進・能力活用事業＜幼保運営課＞ こどもプランP.52

実施年度 令和2年度

今後の方向性 　効果や課題を見極めつつ、事業の充実に務める。

実施年度における課題
　新規参入施設への巡回指導は、指導員の増員など、園数増
加に伴った支援体制が必要。

実施年度における実施内容

　地域の教育・特定保育需要に沿った教育・保育施設等の量
的拡大を進める上で、多様な事業者の新規参入を支援するほ
か、認定こども園における特別な支援が必要な子供の受け入
れ態勢を構築することで、良質かつ適切な教育保育等の事業
拡大を図った。
　令和2年度　新規施設22か所への巡回指導を実施。

実施年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

実施年度における課題
助成施設数が増加傾向にある。今後もさらに利用が拡大され
るよう制度の周知を行う。

実施年度における実施内容

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、教育・保育施設等に
対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保
育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要す
る費用等を助成した。
　助成施設数：48施設

今後の方向性 継続実施していく。

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
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